


は じ め に

本市では、「ひとり親家庭の一人ひとりが安心して暮らせ、子育て  

の喜びが実感できるまち」を基本目標として、ひとり親家庭の自立 

支援策を推進し、子育てや生活支援等の諸施策を総合的に展開する 

ため、平成 18 年３月と平成 23 年３月、平成 28年３月の３次にわた 

り東大阪市ひとり親家庭自立促進計画を策定し、ひとり親家庭への 

さまざまな支援を進めてまいりました。 

しかしながら、ひとり親家庭の世帯数は微減傾向にあるものの、 

多種多様な支援を必要とする世帯が増加しています。また、地域 

コミュニティの希薄化などにより、子育ての孤立感・負担感が増加 

するなど、ひとり親家庭を取り巻く環境はさらに厳しい状況にあることに加え、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響により、子育てに対する負担の増加や収入の減少など、より大きな困難が心

身等に生じていると考えております。 

さらに、本市の実態として、東大阪市子どもの未来応援プランの策定時に実施をしました「子

どもの生活に関する実態調査」において、相対的貧困世帯のうち、母子世帯が４５．３％、父子

世帯が５．３％を占め、ひとり親家庭が相対的貧困世帯の半数程度を占めている状況も見えてき

ました。これからのひとり親世帯への支援については、今までのようにひとり親家庭の親への支

援に重点を置いた取り組みだけではなく、充分な教育の機会を得られないことや、親から子ども

へと世代間で貧困が続く「貧困の連鎖」の防止など、子どもの貧困への対策についても、重要な

要素になってくると考えております。 

今後のひとり親家庭の支援については、子どもの貧困対策にも視点を重く置き、東大阪市子ど

もの未来応援プランとの整合性を図りつつ、国が打ち出す子供の貧困対策に関する大綱にある重

点的支援方針である「教育の支援」「生活の支援」「保護者に対する就労の支援」「経済的な支援」

に沿ってさまざまな施策・事業を体系化し、関係機関と連携を図りながら、第３次東大阪市ひと

り親家庭自立促進計画において重点施策に位置づけていた事業を引き続き推進し、総合的にひと

り親家庭に対する施策に取り組んでまいります。 

 結びに、本計画の策定にあたり、ご協力をいただきました関係機関および団体の皆様並びに東

大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の委員の皆様に、心から感謝を申し上げます。 

令和３年３月

東大阪市長 野 田 義 和
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第１章 計画策定にあたって 
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第１章 計画策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

 母子家庭や父子家庭、寡婦のいわゆるひとり親家庭では子育てや家計を母又は父が一人で担う

ことになります。本市が平成 29年 8 月に実施した、「子どもの生活に関する実態調査」（以下「ア

ンケート結果」）による相対的貧困率は 12.96％であるのに対し、母子世帯だけでみると 27.0％、

また父子世帯だけでは 13.9％と、ひとり親家庭の相対的貧困率は他の世帯類型に比して高い状

況にあり、特に母子世帯は経済的に困窮しているという実態がうかがえます。 

ひとり親家庭では収入、住居、健康の面等で様々な困難に直面することが多く、子どもの成長

に対する影響が懸念されます。子どものしあわせを考え、ひとり親家庭の自立の促進を図りなが

ら、子どもたちの健全な成長を確保することが重要な課題となっています。 

 このようなひとり親家庭の現状に対応するため、国においては、平成 14 年に「母子家庭等自

立支援対策大綱」を発表し、これを受けて平成 15 年には「母子及び寡婦福祉法」を改正して、

ひとり親家庭の自立に向けた総合的な支援の強化を図ってきました。また、平成 20 年から５年

間の新たな「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基本的な方針」を定め、

地方自治体では、より一層の支援を推進していくことが求められました。 

 本市では、平成 18 年３月に「東大阪市ひとり親家庭自立促進計画」（以下「第１次計画」とい

う。）を、また、平成 23年３月には「第２次東大阪市ひとり親家庭自立促進計画」（以下「第２次

計画」という。）そして平成 28 年３月には「第３次東大阪市ひとり親家庭自立促進計画」（以下

「第３時計画」という。）を策定しました。この計画に基づき、ひとり親家庭の自立支援を的確か

つ総合的に推進していくために、関係機関と連携を図りながら支援の充実に努めてきました。 

しかしながら、ひとり親家庭は微減傾向にあるものの、多種多様な支援を必要とする世帯が増

加しています。また、近年の経済情勢の停滞や地域コミュニティの希薄化等による子育ての孤立

感・負担感の増加等にともない、ひとり親家庭を取り巻く環境はさらに厳しい状況にあります。 

アンケート結果をみると、ひとり親世帯では子どもの教育・進学・将来等に不安を感じている

人が多く、経済的な問題から子どもの進学や学力向上等を諦める様子もうかがえます。また、と

りわけ母子家庭では現在の最終学歴が中学校卒業であり無職という母親の割合が高いことや、母

子家庭・父子家庭ともに親の学歴が中学校卒業の場合の就労収入は 100 万円未満の割合が高いと

いう結果からも、親の学歴が子どもの生活の質や学力等に及ぼす影響は大きいと考えられます。 

また、子どもを塾に通わすことができなかった、子どもの進路を変更、進学させられないといっ

た経済的なことを要因として、多くの子どもが経験することを経験させられない状況、いわゆる

「ライフチャンスのはく奪」についてもみえてきました。 
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こうした「子どもの貧困」とも呼べる状況は、子どもの現在の生活の質のマイナス要因になる

だけでなく、貧困の連鎖として子どもが成長した後の就業や所得にも影響を及ぼすものと考えら

れます。子どもたちには、変化の著しい社会の中でも生き抜く強い意志と活力が必要であり、目

標を持って、それを実現できるような人生を歩める教育が人間形成過程において、必要と考えま

す。子どもたちが自ら人生を切り開くことができる力を身につけるための支援に、市が取り組む

べき課題があります。このことからも、本市では平成 30 年３月に「東大阪市子どもの未来応援

プラン」を策定し、子どもの居場所づくりを支援する事業などにも取組んでいます。ひとり親世

帯への包括的な支援に向けて、東大阪市子どもの未来応援プランと連動し、一体的に取組むこと

を目的にした、第４次東大阪市ひとり親家庭自立促進計画を策定するものです。 

２．計画の位置づけ 

（１）法律上の位置づけ 

○この計画は、東大阪市におけるひとり親家庭の自立支援を総合的、計画的に推進するための

指針となるものです。 

○この計画は、｢母子及び父子並びに寡婦福祉法｣第 12 条の規定及び国の基本方針に基づき策

定するものです。 

（２）関連計画との関係 

 この計画は「東大阪市子どもの未来応援プラン」と整合性を図りながら策定するものです。

今後は、ひとり親家庭の親への自立促進・支援だけではなく、その世帯に属する子どもへの支

援の強化を効率的・効果的に図っていくために、東大阪市子どもの未来応援プランとの連携を

図って、一体的に支援を推進していきます。 

３．計画の対象 

 この計画の対象は、ひとり親家庭（母子家庭・父子家庭の親子、寡婦）とします。 

母子家庭：配偶者のいない母が 20歳未満の子どもを扶養している家庭 

父子家庭：配偶者のいない父が 20歳未満の子どもを扶養している家庭 

寡  婦：配偶者のない女子であって、かつて配偶者のない女子として 20 歳未満の子ども

を扶養していたことのある方 

４．計画の期間 

 この計画は、令和３年度を初年度とし、令和４年度を目標年度とする２年間の計画です。 

 なお、令和５年以降の取り組みについては、「東大阪市子どもの未来応援プラン」との一体的

な計画実施を見据えて、検討を行ってまいります。 
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５．計画策定の体制 

（１）東大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会による審議 

 計画策定にあたって、計画内容を検討し幅広い意見を求めるために、「東大阪市社会福祉審議

会児童福祉専門分科会」において審議を行いました。 

（２）パブリックコメントの実施 

 計画の策定にかかる情報を市民に提供するとともに、市民の意見を幅広く聴取し、反映させる

ため、令和３年１月４日から令和３年２月３日までの期間、パブリックコメントを実施しました。 
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第２章 ひとり親家庭の現状と課題 

１．統計からみるひとり親家庭の現状 

（１）離婚件数・離婚率の推移 

 ひとり親家庭になった理由として、厚生労働省（平成 28 年度全国ひとり親世帯等調査）、大阪

府（第四次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画）の直近調査において、国調査では離婚が 8割に

近い理由（大阪府調査では約 9割）となっています。そうした傾向を踏まえ、本市の離婚件数・

離婚率の推移をみると、平成 27 年以降は減少傾向にあります。平成 30 年の離婚件数は 915 件、

離婚率は 1.86（人口千人対比）となっています。全国に比べると離婚率は高いですが、大阪府と

比べると、ほぼ同水準で推移しており、平成 30年は大阪府よりも下回っています。 

表 離婚件数と離婚率（人口千人対比）の推移 

資料：厚生労働省、大阪府 

（２）人口及び世帯の状況 

①人口及び世帯等の推移 

 令和２年の本市の人口は 493,656 人、世帯数は 230,491 世帯となっており、人口は減少してい

ますが、世帯数は増加傾向にあります。 

図：人口及び世帯等の推移（東大阪市） 

資料：平成７年～平成 27年は国勢調査（各年 10 月１日現在）、令和２年は東大阪市（令和２年４月１日現

在） 
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平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年

離婚件数（件） 1,077   982 1,046 1,057 1,041 978  915

離婚率（‰） 2.12 1.94 2.08 2.10 2.08 1.96 1.86

大阪 離婚率（‰） 2.16 2.08 2.06 2.08 1.99 1.96 1.93

全国 離婚率（‰） 1.87 1.84 1.77 1.81 1.73 1.70 1.68

東大阪市
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②年齢区分別人口構成の推移 

 本市の年齢区分の割合をみると、「０～14 歳」の割合が減少し、令和２年には 11.2％となって

います。一方「65 歳以上」は増加を続け、令和２年には 28.2％となっています。 

図：年齢区分別人口構成の推移（東大阪市） 

資料：平成７年～平成 27年は国勢調査（各年 10 月１日現在）、令和２年は住民基本台帳（令和２年３月末

現在） 

③年齢区分別人口構成の推移（国、大阪府、東大阪市の比較（平成 27 年）） 

 本市は全国や大阪府に比べ「65 歳以上」の割合がやや高く、「０～14歳」と「15～64 歳」の割

合が低くなっています。 

図：年齢区分別人口構成（国、大阪府、東大阪市の比較） 

資料：国勢調査（平成 27 年 10 月 1 日現在） 
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④６歳未満及び 18 歳未満の子どものいる世帯の割合の推移 

子どものいる世帯の割合は６歳未満のいる世帯も18歳未満のいる世帯も減少傾向にあります。 

図：６歳未満及び 18 歳未満の子どものいる世帯の割合の推移（東大阪市） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

⑤６歳未満及び 18 歳未満の子どものいる世帯の割合の推移（国、大阪府、東大阪市の比較（平

成 27 年）） 

 本市の６歳未満及び 18 歳未満の子どものいる世帯の割合を全国、大阪府と比較すると、平成

27 年の「６歳未満の子どもがいる世帯」の一般世帯に対する割合は 7.3％となっており、全国に

比べ 1.4 ポイント、大阪府に比べ 0.8 ポイント少なくなっています。本市の「18歳未満の子ども

がいる世帯」の一般世帯に対する割合は 19.5％となっており、全国に比べ２ポイント、大阪府に

比べ 0.9 ポイント少なくなっており、東大阪市は全国、大阪府に比べ６歳未満及び 18 歳未満の

子どものいる世帯が少なくなっています。 

表：６歳未満及び 18 歳未満の子どものいる世帯の割合の推移（国、大阪府、東大阪市の比較） 

区分 
東大阪市 大阪府 全国 

平成 22 年 平成 27 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 22 年 平成 27 年

一般世帯数 217,564 223,227 3,823,279 3,918,441 51,842,307 53,331,797

６歳未満の子ど

ものいる世帯
17,073 16,313 336,831 318,386 4,877,321 4,617,373

一般世帯に対

する割合
7.8％ 7.3％ 8.8％ 8.1％ 9.4％ 8.7％ 

18 歳未満の子ど

ものいる世帯
44,410 43,464 826,999 799,568 11,989,891 11,471,850

一般世帯に対

する割合
20.4％ 19.5％ 21.6％ 20.4％ 23.1％ 21.5％ 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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⑥子どもの貧困率 

 国民生活基礎調査から、前回調査を行った平成 27 年の 13.9％から 0.4 ポイント改善し 13.5％

になったものの、依然として約 7人に 1人の子どもが貧困状態にあります。 

図：子どもの貧困率（国） 

注１：貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。 

注２：等価可処分所得金額不明の世帯は除く。 

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」 

⑦子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の貧困率（国） 

国民生活基礎調査から、前回調査時の 50.8％から 2.7 ポイント改善したが、依然として約半数

が貧困状態にある。 

図：子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の貧困率 

注１：貧困率は、ＯＥＣＤの作成基準に基づいて算出している。 

注２：大人とは 18歳以上の者、子どもとは 17 歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が 18歳以上 65 歳

未満の世帯をいう。 

注３：等価可処分所得金額不明の世帯は除く。 

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」 
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（３）ひとり親家庭の状況 

①ひとり親世帯数の推移 

ア．母子家庭・父子家庭の推移 

 本市の母子家庭数は平成７年から平成 17 年まで増加傾向にありましたが、平成 22 年には減少

し、その後横ばいで推移しています。また、父子家庭は平成 17 年に増加がみられましたが平成

22 年以降は減少傾向にあります。 

図：母子家庭・父子家庭の推移（東大阪市） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

イ．全世帯に占める母子・父子家庭の割合の推移 

 本市のひとり親世帯は、母子家庭は平成 17 年をピークに平成 22 年は減少し、その後横ばいで

推移しています。父子家庭は平成７年以降横ばいで推移しています。 

表：全世帯に占める母子・父子家庭の割合の推移（東大阪市） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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②ひとり親家庭の就業率 

ア．母子家庭の母と女性全体の就業率 

 本市の平成 27年の母子家庭の母と女性全体の就業率を比較すると、母数の少ない 15～19 歳を

除いて「25～29 歳」までは母子家庭の母の就業率が女性全体の就業率に比べ低くなっています。

30 歳以降になると母子家庭の母の就業率が女性全体を上回り、女性全体の就業率がいわゆる「Ｍ

字の谷」となる 30代から 40～44 歳でも母子家庭の母の就業率は６割以上を占めており、35歳以

降は７割以上で推移しています。また、母子家庭の母の平成 22 年と平成 27 年を比較すると「25

歳～29 歳」までは平成 27 年の方が高くなっていますが、「30～34 歳」から「45～49 歳」までは

平成 27 年が下回っています。 

図：母子家庭の母と女性全体の就業率（東大阪市） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

イ．父子家庭の父と男性全体の就業率 

 本市の平成 27年の父子家庭の父と男性全体の就業率を比較すると、「30～34 歳」を除いて父子

家庭の父の就業率が男性の就業率を上回り、８割以上となっています。 

 男性全体の就業率は 25 歳以降も緩やかに増え続けているのに対し、父子家庭の父の就業率は

平成 22 年は 40～44 歳、平成 27 年は 30～34 歳で一度落ち込み、Ｍ字カーブのような特徴がみら

れます。平成 27 年の父子家庭の父の就業率は 66.7％となっており、平成 22 年の同年齢と比べて

大きく低下しています。 

図：父子家庭の父と男性全体の就業率（東大阪市） 

資料：国勢調査（各年 10 月１日現在） 
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（３）各種手当の受給数 

①児童扶養手当受給資格者数 

 本市の児童扶養手当受給資格者数の合計は、平成 26 年以降は毎年減少しており、令和元年は

5,322 件となっています。 

表：児童扶養手当受給資格者数の推移（東大阪市） 

単位（件） 

平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成３０年 令和元年

支
給

全額 4,235 4,127 3,946 3,749 3,427 3,194 3,424 

一部 1,724 1,738 1,793 1,789 1,901 1,950 1,487 

小計 5,959 5,865 5,739 5,538 5,328 5,144 4,911 

支給停止 324 358 343 449 436 449 441 

合計 6,283 6,223 6,082 5,987 5,764 5,593 5,322 

対前年増減率 100.1％ 99.0％ 97.7％ 98.4％ 96.3％ 97.0％ 95.2％ 

資料：東大阪市（毎年４月時点） 

②生活保護受給母子世帯数 

 本市で生活保護を受けている母子世帯数は、年々、減少傾向となっています。この傾向は大阪

府、全国にもみられます。 

表：生活保護受給母子世帯数の推移（東大阪市） 

単位（世帯） 

平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成３０年 令 和 元 年

東大阪市 1,835 1,737 1,656 1,460 1,314 998 870 

東福祉事務所

管内
357 347 330 311 268 212 198 

中福祉事務所

管内
583 554 554 457 403 312 262 

西福祉事務所

管内
895 836 772 692 643 474 410 

大阪府 6,576 6,332 5,564 5,224 4,797 3,466 3,080 

全国 111,776 108,399 105,438 100,929 95,489 83,050 77,307 

※大阪府の数字は政令市・中核市を除きます。 

資料：東大阪市（毎年３月時点） 
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２．第３次計画に基づく事業の実績及び評価 

（１）施策の方向１ 就業の支援 

 「母子家庭等就業・自立支援センター」での就業相談者数は平成 26 年度に減少しましたが、

その後は横ばい傾向にあります。 

 高等職業訓練促進給付金の支給件数は、平成 28 年度を境にやや減少傾向にあります。 

図 母子家庭等就業・自立支援センターでの就業相談者数                

      資料：東大阪市 

図 高等職業訓練促進給付金支給件数 

      資料：東大阪市 
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 児童扶養手当受給者の自立を促進するために、個々の児童扶養手当受給者の状況等に応じた自

立支援プログラムを策定しています。このプログラムの策定件数は、毎年度、多少の増減はある

ものの横ばい傾向にあります。 

 また、プログラム策定に加えて、ハローワークへの情報提供等、積極的な就職支援のつなぎを

展開して、相互の連携をはかって、自立促進に努めています。 

表 プログラム策定事業の策定件数 

単位（件） 

 平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

プログラム策

定件数 
14 7 4 9 9 15 16

資料：東大阪市 

（２）施策の方向２ 子育てや生活面の支援 

 ひとり親家庭は保育所（園）や認定こども園等への優先入所があり、毎年度、保育所（園）へ

の全入所人数の１割以上を占めています。 

図 保育所（園）へ入所したひとり親家庭の子どもの人数 

      資料：東大阪市 
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（３）施策の方向３ 養育費確保の促進 

 市の法律相談における離婚に関する相談は、平成 30 年度より市政情報相談課に加えて子ども

家庭課でも実施をしています。相談件数は、多少の増減はあるものの毎年 300 件を超えて推移し

ています。 

子ども家庭課では、ひとり親家庭が直面する問題(離婚に伴う問題、養育費の不払い、認知、ひ

とり親家庭支援など)に対応するために法律相談を実施しています。令和元年度の相談内容とし

ては、離婚に関することが最も多くて 53件、次いで養育費に関することが 49 件でした。 

図 市政情報相談課の法律相談における離婚に関する相談件数（参考） 

      資料：東大阪市 

図 子ども家庭課の法律相談における相談内容と相談件数（参考） 

資料：東大阪市 
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（４）施策の方向４ 経済的な支援 

 ひとり親家庭医療費の助成件数は基本的に増加傾向にあり、令和元年度は 13 万件を超えてい

ます。 

 母子・父子・寡婦福祉資金の貸付件数は平成 27 年度以降は減少し続けています。背景には、

高校進学においては平成 26 年度より高校授業料の実質無償化が開始されたことや、大学等の進

学においては日本学生支援機構の奨学金が拡充されたことが原因として考えられます。本市では、

令和元年度より修学資金の入学前申請の受付を開始し、制度としても令和２年度より修学期間中

の生活費等の貸付を実施していることから、生活の安定や自立に向けての資金調達が困難なひと

り親家庭の母・父や寡婦に対して福祉資金の果たす役割は大きく、貸付を必要としている人へは

今後も情報の提供、制度の周知を図る必要があります。 

図 ひとり親家庭医療費の助成件数 

      資料：東大阪市 

図 母子・父子・寡婦福祉資金の貸付件数（新規・継続含む） 

資料：東大阪市 
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（５）施策の方向５ 相談機能や情報提供の充実 

 母子・父子自立支援員や母子福祉推進委員による相談件数に増減はありますが、ひとり親家庭

の自立促進や孤立化を防ぐためにも相談員の必要性は増しており、より一層、相談窓口等の周知

や機能強化が課題として考えられます。

図 母子・父子自立支援員による相談件数 

       資料：東大阪市 

図 母子福祉推進委員による相談件数 

資料：東大阪市 

1429
1679

727 712 801
1022

785

0

500

1000

1500

2000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(件)

61

50 50
45

49
56

51

0

10

20

30

40

50

60

70

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(件)



18 

（６）施策の方向６ 母子寡婦福祉団体等との連携強化 

 ひとり親家庭の交流の支援や自助グループの育成のため、市及び東大阪市母子寡婦福祉会が実

施している交流会の参加者数については平成 30 年度は増加しましたが、毎年、横ばいで推移し

ています。また、アンケート調査でも母子家庭の母、父子家庭の父ともに「話し相手や相談相手

がいない」ことに悩んでいる人が増加しており、より気軽に参加できるような地域ごとの取り組

み、自助グループ等への支援を進めていく必要があります。 

図 ひとり親家庭の交流会の参加者数 

      資料：東大阪市 
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３．ひとり親家庭を取り巻く現状と課題（東大阪市子どもの生活実態調査結果より） 

【結果概要】 

① 世帯の状況 

・はじめて親となった年齢は、母子家庭の母では「27～30 歳」（33.3％）が最も多く、次いで 

 「24～26 歳」（22.6％）となっています。父子家庭の父では「27～30 歳」（33.3％）が最も多

く、次いで「40歳以上」（25.0％）となっています。

・ひとり親家庭の親の最終学歴は、母子家庭の母では「高校卒業」（40.3％）が最も多く、次いで

「高専、短大、専門学校等卒業」（35.2％）となっています。父子家庭の父では「高校卒業」

（41.7％）が最も多く、次いで「大学卒業」（33.3％）となっています。 

・家計の状況は、母子家庭の母では「赤字でも黒字でもない」（42.1％）で最も多く、次いで「赤

字である」（32.1％）となっています。父子家庭の父では「貯蓄ができている」（41.7％）で最

も多く、次いで「赤字である」「赤字でも黒字でもない」（ともに 25.0％）となっています。 

・相対的貧困率とは、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合を示

しています。このときの貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社

会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央

値の半分の額をいいます。本市の相対的貧困率は 12.96％（117.39 万円＝貧困線）ですが、こ

のうち母子家庭が占める割合は 45.3％、父子家庭が占める割合が 5.3％で、相対的貧困状態に

ある家庭の半数以上をひとり親家庭が占めている状態となっています。 

②就労状況 

・就業状況に関わらず、働いている方は、母子家庭の母で 84.3％、父子家庭の父で 100％となっ

ています。 

・就業状況は、母子家庭の母では「パート・アルバイト・非正規職員で１カ所に勤務」（45.9％）

で最も多く、次いで「常勤・正規職員」（30.2％）となっています。父子家庭の父では「常勤・

正規職員」（89.2％）で最も多く、次いで「パート・アルバイト・非正規職員で１カ所に勤務」

「自営業・家業」（ともに 5.4％）となっています。 

③経済的状況     

・年間総収入は、母子家庭の母では「150～200 万円未満」「200～250 万円未満」（ともに 13.8％）

で最も多くなっており、250 万円未満が 43.3％を占めています。父子家庭の父では「450～500

万円未満」「500～550 万円未満」「550～600 万円未満」（ともに 11.1％）で最も多く、そのほか

の層も近い比率となっており収入にばらつきがうかがえます。 

④養育費について 

・養育費について、「受けたことはない」との回答が母子家庭の母では 62.9％、父子家庭の父で

80.6％となっています。 

⑤生活についての実感と心配事、悩み 

・現在の生活を楽しんでいるかとの質問に対して、母子家庭の母では、「とても楽しんでいる」

「楽しんでいる」と答えた方が 62.9％であった一方で、「楽しんでいない」「あまり楽しんでい
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ない」と答えた方が 28.9％となっています。父子家庭の父では、「とても楽しんでいる」「楽し

んでいる」と答えた方が 66.7％であった一方で、「楽しんでいない」「あまり楽しんでいない」

と答えた方が 25.0％となっています。 

・経済的な困窮の経験について、母子家庭の母では「新しい服や靴を買うのを控えた」（62.3％）、

「趣味やレジャーの出費を減らした」（59.1％）、「理髪店・美容院に行く回数を減らした」

（57.2％）、「食費を切りつめた」（49.7％）となっています。父子家庭の父では「趣味やレジャー

の出費を減らした」（58.3％）、「新しい服や靴を買うのを控えた」（44.4％）、「食費を切りつめ

た」（41.7％）、「新聞や雑誌を買うのを控えた」（30.6％）、「友人・知人との外食を控えた」（30.6％）

となっています。 

・子どもに関する経済的な困窮の経験について、母子家庭の母では「家族旅行（テーマパークな

ど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」（35.2％）、「子どもにおこづかいを渡すことが

できなかった」（27.7％）、「子どもを学習塾に通わすことができなかった」（24.5％）、「子ども

に新しい服や靴を買うことができなかった」（23.3％）、「子どもを習い事に通わすことができ

なかった」（23.3％）となっています。父子家庭の父では「家族旅行（テーマパークなど日帰り

のおでかけを含む）ができなかった」（16.7％）となっています。 

・心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人が「いない」方は母子家庭の母では 11.9％、

父子家庭の父では 13.9％であり、父子家庭の父の方に多くみられます。 

【まとめ】 

アンケート調査の結果から、ひとり親家庭の相対的貧困率が高く、その中でもとりわけ母子家

庭の貧困率が高いことが見受けられます。母子家庭の就業状況においては非正規の雇用率が高く、

経済状況においても年間総収入が低い傾向にあります。 

 母子家庭の母や父子家庭の父の生活についての不安をみると、４人に１人が生活が楽しくない

と否定的な答えをしています。日常生活においても経済的に我慢をしている経験が多く見受けら

れ、母子家庭においては、子どもを塾に通わすことができなかった、子どもの進路を変更、進学

させられないといった経済的なことを要因として、多くの子どもが経験することを経験させられ

ない状況、いわゆる「ライフチャンスのはく奪」も生まれています。また、父子家庭の父では母

子家庭の母と比べて、心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人が少ない傾向となって

います。 

 児童扶養手当現況届（令和２年８月３日～17日実施）に来庁されたひとり親の方にアンケート

調査を実施しました。調査結果からみられる傾向として、今後、何らかの免許・資格・技能を身

につけたいと考えているひとり親家庭の割合が多くあり、全体の 67.8％でした。 

 このように、ひとり親家庭の置かれている状況は依然として厳しく、問題を抱えている場合に

はその課題が複合的でより困難な状況に陥っていることが危惧されます。このような中で施策の

方向性としては引き続き就業自立を目指す一方で、課題の複合化や生活の苦しさ、子どもへの影

響（貧困の連鎖等）、父子家庭での子育て不安等にも考慮して、それぞれの状況に合わせたきめ

細やかな支援がより一層求められていると考えます。 
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第３章 計画の基本目標 
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第３章 計画の基本目標 

１．基本理念と基本目標 

 ひとり親家庭が社会の一員として、その誰もが自らの力を発揮して、希望をもってしあわせな

生活を送ることができる社会づくりを進めます。また、子どもへの影響（子どもの貧困対策）等

も含めて、ひとり親家庭の親が仕事と家庭のバランスのとれた生活を送り、生き生きと安心して

子どもを育むことのできるまちをめざします。 

２．基本目標 

３．基本的な姿勢    

◇きめ細やかな福祉サービスを提供し、また、ひとり親家庭の状況に応じた情報を積極的に提供

し、ひとり親家庭の自立を支援する仕組み作りを進めます。 

◇ひとり親家庭の子どもが安心して、自分らしくいられるよう、生活環境を整備します。 

◇ひとり親家庭であることが不利にならない社会を実現するため社会に働きかけます。 

「ひとり親家庭の一人ひとりが安心して暮らせ、 

子育ての喜びが実感できるまち」 
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（１）市の役割 

 ひとり親家庭の誰もが本市で暮らしてよかったと実感できるよう、ひとり親家庭の皆さんから

の相談に応じます。また、本市で実施するひとり親家庭の皆さんを支援する施策や取り組みに関

する情報を広く周知していく必要があります。そのために、どのような方法が有効かを積極的に

検討し、きめ細やかな情報提供と相談対応を行うことで、自立支援を推進します。 

（２）教育・養育機関の役割 

 教育・養育機関は子どもを持つひとり親家庭にとって最も近い存在であり、親子ともに接する

機会が多くあります。その特性を活かし、市や地域と連携してひとり親家庭に密着した支援の主

体としての役割を果たします。 

（３）企業・事業所の役割 

 企業・事業所においては、特別措置法にも明記されているように、ひとり親家庭の母及び父の

雇用を進めることが求められています。また、子育て支援制度の導入や職場の環境を整備するこ

とで、仕事と家庭生活の両立ができるような支援も必要とされています。 

（４）市民・地域・市民活動団体の役割 

 社会を構成する家族形態のひとつとしてひとり親家庭を受け入れ、その親と子の人権を侵害す

ることのないよう、ひとり親家庭の抱える課題を的確に理解し、自立促進に向けて協力するため、

母子福祉推進委員、民生委員・児童委員、主任児童委員などの地域で支援の担い手となる関係者

に対し、必要な情報提供等を行い、相互の連携強化に向けた取り組みの促進が必要とされていま

す。地域において、ひとり親家庭が安心と喜びを持って暮らせるよう、温かく見守り、支援して

いきます。 

 また、ひとり親家庭が社会的に孤立することがないように、地域のボランティアやＮＰＯ、事

業所等と協力し、ひとり親家庭の子どもたちが安心できる居場所づくりが必要です。本市では居

場所づくりの支援のあり方を検討し、ネットワークを構築していきます。 
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４．施策の基本的な方向 

（１）生活の支援～くらしを応援～ 

（２）教育の支援～まなびを応援～ 

（３）ひとり親家庭等に対する就労の支援 

（４）経済的支援 

（１）生活の支援 ～くらしを応援～ 

 ひとり親家庭の貧困を防ぐためには、家庭全体を自立に向けて包括的に支援する必要があ

ります。悩みごとや困りごとを抱えるひとり親家庭が社会的に孤立することがないように、

気軽に相談できる場を設置し、ひとり親家庭が社会とつながるきっかけづくりを進めます。 

 ひとり親家庭が安心して生活できるように、子育てに関する情報提供や養育についての相

談、助言を行います。 

 家庭での家事や育児、精神面、身体面の悩みについて相談を行い、生活に困難が生じてい

る場合にはスムーズに対応できるように各関係機関で連携し、相談窓口をつなぐ仕組みを

構築します。 

 ひとり親家庭が社会的に孤立することがないように、地域のボランティアやＮＰＯ、事業

所等と協力し、ひとり親家庭の子どもたちが安心してのびのびと過ごすことができる居場

所の設置を促します。そして、子どもたちの発想や思いが大切にされるように、居場所づ

くりの支援のあり方を検討し、ネットワークづくりを行います。 

 ひとり親家庭等の生活の安定と子どもの健やかな成長のため、養育費の支払いが当たり前

の社会となるよう機運を醸成するとともに、養育費確保に向けた取組を推進します。 

 就職や転職を考えている児童扶養手当を受給されている方々に対して、母子・父子自立支

援プログラム策定等事業を実施しておりハローワーク等と連携して支援しています。また、

生活に困難等がある家庭には生活困窮者自立支援制度や生活保護制度等によって生活の

基盤づくりを支援し、自立を支援します。 

 新型コロナウイルス感染症による、ひとり親家庭の生活への影響は大きいと考えられます。

失業や収入減少といった、ひとり親家庭の親への影響はもちろんのこと、子どもたちの心

身への影響も大きいものと思います。ひとり親家庭の生活面や就業等に関するさまざまな

悩みについて、身近なところにおいて相談を受け、適切な支援につなげる相談機能の充実

等を図ります。 

（２）教育の支援 ～まなびを応援～ 

 教育は子どもたちの好奇心を育て子どもたちの可能性を拡げるとともに、社会に羽ばたく

準備をするための大切な過程です。貧困の責任は子どもにはなく、経済的な事情等により

子どもが就学や進学を諦めることがなく、ひとり親家庭の子どもたちに等しく教育の機会

が開かれるように、教育の支援に取り組みます。 

 悩みごとや困りごとを抱えるひとり親家庭等が相談できる仕組みとして、スクールカウン

セラーやスクールソーシャルワーカー等の配置や相談窓口の周知を行います。 
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（３）ひとり親家庭等に対する就労の支援 

 母子家庭の母の多くが就業しているものの、収入は低い水準にとどまっています。また、

父子家庭の父は子どもの養育、家事等に困難を抱え、子育てと就業の両立が困難となって

いる場合があります。こうした状況を踏まえ、ひとり親家庭が子育てをしながら安定した

就業につき、自立した生活を送ることができるよう、職業能力向上のための訓練等の実施・

促進、就業機会の創出など、ひとり親家庭を対象に就業を軸とした自立支援を行います。 

（４）経済的支援 

 経済的な安定は日々のくらしの安心感をもたらすとともに、ひとり親家庭の子どもたちの

学びを支え将来について前向きな見通しを持つためにも重要です。ひとり親家庭を対象に

経済的な支援を行い、子どもたちの未来が家庭の経済状況によって左右されることのない

ように支援します。 
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５．施策の実施に向けた視点 

（１）ひとり親家庭の社会的な自立と生活の安定に向けて 

 ひとり親家庭の誰もが自立に向けて進んでいけるよう、それぞれの家庭のニーズを十分に把握

するための相談体制を整備するとともに、離別・非婚等の状態から生活のリズムが整うまでの、

それぞれの段階に沿ったニーズに合わせて相談や支援サービスの提供を行い、各家庭が経済的、

精神的に自立できるよう促します。 

 また、相談から支援へと展開する各分野での取り組みが横断的に実施されるように、関係機関

との連携の強化に努めます。 

（２）子どもの成長に応じた支援の提供  

 ひとり親家庭の子どもたちの権利が守られ、一人ひとりの意欲や主体性が尊重されながら本市

で健やかにのびのびと成長していけるように支援していく必要があります。就学前、小学校期、

中学校期、中学校卒業以降と子どもたちが成長していく過程において、さまざまな体験活動や地

域活動等への参加を通じて、地域の子ども同士や大人とふれあい、絆を深め、自己有用感・自己

肯定感や本市で暮らす喜びを感じられるように、子どもたちのライフステージに応じた長期的な

切れ目のない支援を行います。 

（３）公平な社会の実現に向けて 

 ひとり親家庭が生活を送る中で、その親が十分な就労機会を得ることができないなど、ひとり

親家庭であることを理由に不当な差別を受けることがないよう、親子ともに社会に受け入れられ、

しあわせな生活を送ることができるよう、地域ぐるみの支援を促進します。 

 特に、父子家庭においては、これまで支援の手が届きづらかったこともあり、母子家庭、寡婦

とともに十分な支援が得られるような情報提供を行います。 

 近年、ひとり親家庭の中には就業、子育て、子どものこと、生活面、経済的なこと等について、

課題を複合的に抱えている家庭が見受けられることから、それぞれの状況に合わせたきめ細やか

な支援を展開していきます。 
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第４章 具体的な自立支援プログラム 
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第４章 具体的な自立支援プログラム 

１．施策の体系 

＜施策の方向＞ ＜施策の内容＞

ひ
と
り
親
家
庭
の
一
人
ひ
と
り
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
、
子
育
て
の
喜
び
が
実
感
で
き
る
ま
ち

①ひとり親家庭等に対する就労の支援 

①保護者の生活支援 

②関係機関が連携した包括的な支援の提供 

③住宅の支援 

④相談機能の充実 

⑤子どもの居場所づくり 

⑥養育費の取り決めの推進 

①学校等での子どもへの支援 

②就学支援の充実 

③大学等進学に対する教育機会の提供 

①経済的支援 

（１）生活の支援 

（

（２）教育の支援 

（３）ひとり親家庭等に対する就

労の支援 

（４）経済的支援 
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東大阪市のひとり親家庭のライフステージごとの支援イメージ

離別等による生活の激変 

 喫緊の

 問題解決

 の支援

●離婚相談・養育相談〔福祉事務所、多文化共生・男女共同参画課〕 

●ひとり親向けの法律相談（養育費・離婚前法律相談含む）〔子ども家庭課〕 

●母子家庭等就業・自立支援センター事業〔子ども家庭課〕 

●母子生活支援施設の入所〔福祉事務所〕 

ひとり親家庭として新たな生活を築き始める時期 

生活基盤

 確保の

 支援 

●公営住宅の申込〔府・市住宅担当課〕 

●児童扶養手当等の申請〔国民年金課〕 

●ひとり親家庭医療費等の助成制度の申請〔医療助成課〕 

●保育所（園）や認定こども園等への入所申込〔施設利用相談課〕 

●幼児教育・保育の無償化制度〔子どもすこやか部事務センター〕 

●留守家庭児童育成クラブへの入所の申込〔各事業委託団体〕 

●ファミリー・サポート・センター事業〔施設給付課〕 

●病児・病後児保育事業〔施設給付課〕 

●子育て短期支援事業〔子ども見守り相談センター〕 

●養育支援訪問事業〔子ども見守り相談センター〕 

●奨学金の利用〔教育委員会・学事課、日本学生支援機構、大阪府育英会〕 

●子育て相談〔子ども見守り相談センター、保健センター、子育て世代包括支援

センター「はぐくーむ」、保育所、子育て支援センター、つどいの広場〕 

●母子・父子・寡婦福祉資金の貸付〔福祉事務所〕 

●就業相談 

●求人情報 

●就業支援講習会 

●資格・技能習得の経済的支援〔子ども家庭課〕 

●プログラム策定事業〔子ども家庭課、福祉事務所〕 

子どもの進学の時期 

●就学援助〔学事課〕 

●奨学金の利用〔教育委員会・学事課、日本学生支援機構、大阪府育英会〕

●高校授業料の実質無償化〔文部科学省、大阪府教育庁〕 

●高等教育の修学支援制度〔文部科学省〕 

緊急時の支援 

●ドメスティック・バイオレンス（配偶者等からの暴力）被害対策〔多文化共生・男

女共同参画課〕 

●病気になったときの経済的、生活支援〔福祉事務所・生活困窮者自立支援相談窓口〕

〔ハローワーク、就活ファクトリー、 

母子家庭等就業・自立支援センター〕 

 子育てに

 関する

 支援 

 就業に

 関する

 支援 
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２．具体的施策の方向 

【施策の方向１】生活の支援 ～くらしを応援～ 

施策内容（１）保護者の生活支援 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（１）① 生活保護制度 

病気になったり、職を失ったり、その他さまざ

まな事情で生活が苦しくなり、努力してもな

お、生活ができないときに、世帯の生活を援助

し、自立した生活を送れるように支援するため

の制度です。各福祉事務所にて相談支援を行っ

ています。 

生活福祉課 

各福祉事務

所 

１（１）②
生活困窮者自立

支援制度 

生活困窮者自立支援法に基づき、相談窓口を設

置しています。生活に困っている方に対し、相

談を受けて支援プランを共に考え、就労支援や

家計の見直し、債務整理等、自立に向けた支援

をすることで生活再建を進めていくものです。

個別の事情に対し、他機関と連携する場合もあ

ります。 

生活支援課 

１（１）③ 

保育所（園）や認

定こども園等へ

の優先入所 

未就学児のいるひとり親家庭の親が安心して

就業や求職活動を行えるよう、保育所（園）や

認定こども園等への入所の優先度を高めます。

施設利用相

談課 

１（１）④ 
病児・病後児保育

事業の充実 

子育てと就労支援の一環として、幼稚園や保育

所（園）、認定こども園等に通所している児童

もしくは、小学校１年生から３年生までの児童

が、病気等の「回復期」もしくは、「回復期に

至らない場合」で集団保育が困難な場合、児童

を預かり保育や看護を行います。 

施設給付課 

保育課 

１（１）⑤ 
留守家庭児童育

成クラブの充実 

小学生（１～６年生）を対象とし、放課後に保

護者が家庭にいない児童を預かり、留守家庭児

童の健全な育成を図ります。 

青少年教育

課 
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No. 事業名・取組内容 所管課 

１（１）⑥

子育て短期支援事

業（ショートステ

イ、トワイライト

ステイ） 

【ショートステイ】 

保護者が出産・疾病・看護、事故及び災害等の

理由により一時的に家庭において養育できな

い場合に、７日以内の範囲で子どもを預かり養

育を行っています。 

【トワイライトステイ】 

保護者が仕事のため帰宅が夜間になる場合や、

休日に不在となる場合等に、夕刻から夜までの

間、子どもを預かり養育を行っています。 

子ども相談

課 

１（１）⑦

ファミリー・サ

ポート・センター

事業の充実 

仕事と家庭の両立を支援するため、子育ての援

助が必要な人と援助ができる人が会員となり、

相互の扶助活動を支援します。 

施設給付課 

１（１）⑧

非婚のひとり親家

庭への寡婦（夫）控

除のみなし適用 

税法上の寡婦（夫）控除が適用されない、婚姻

歴のないひとり親家庭を支援することを目的

に寡婦（夫）控除のみなし適用を実施します。

子ども家庭

課 

１（１）⑨
幼児教育・保育の

無償化制度 

保育所（園）、認定こども園、幼稚園などを利

用する３歳児から５歳児クラスの児童、住民税

非課税世帯の０歳から２歳児までの児童の利

用料が無料になります。 

また、認可外保育施設を利用する３歳から５歳

までの子どもの利用料も無償化の対象となり

ます。（ただし上限があります。） 

子どもすこ

やか部事務

センター 

・施設指導課

・施設給付課

・施設利用相

談課 

・学校教育推

進室

１（１）⑩ 保育料減免 

保育所（園）、認定こども園及び小規模保育施

設に在籍する０歳から２歳の児童にかかる保

育料について、申請の上、市が定める条件に該

当する際に減額を行っています。 

施設給付課 
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施策内容（２）関係機関が連携した包括的な支援の提供 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（２）①
小地域ネットワー

ク事業 

地域の高齢者、障害者（児）、及び子育て家庭

等支援を必要とする人が安心して生活できる

ように、地域住民による「支え合い」「助け合

い」活動を展開し、あわせて地域における福祉

の啓発と住みよい福祉のまちづくりを進めて

います。 

地域福祉課 

１（２）②
地域における相談

機能の充実 

地域における民生委員・児童委員、主任児童委

員、母子福祉推進委員が、ひとり親家庭の抱え

ている悩みについて相談に応じ、各種サービス

の紹介等関係機関と連携して見守っています。

生活支援課 

地域福祉課 

子ども家庭

課 

１（２）③

母子・父子自立支

援員による相談活

動 

各福祉事務所に配属された母子・父子自立支援

員が、母子父子寡婦福祉資金の貸付等の手続き

業務をはじめ、住宅や生活、子育ての問題、就

業相談・支援、離婚・離婚前相談等、ひとり親

家庭に対して自立に必要な情報提供や相談に

あたっています。 

子ども家庭

課 

各福祉事務

所 

１（２）④

コミュニティソー

シャルワーカーの

配置 

援護を必要とする高齢者や障害者、子育て中の

親等に対して、見守りや課題の発見、相談援助、

必要なサービスや専門機関へのつなぎ等をす

るなど、要援護者の課題を解決するための援助

を行っています。 

地域福祉課 

１（２）⑤

子育て世代包括支

援センター「はぐ

くーむ」 

妊娠期から子育て期にわたり切れ目ないサ

ポートを行います。妊娠・出産・子育てをする

なかでわからないこと・不安なことや、保育所

や遊び場についての相談など、お悩みがあれば

気軽に相談できます。 

母子保健・感

染症課 

施設給付課 

１（２）⑥
子ども見守り相談

センター 

0 歳～18 歳の子どもとその家庭および妊産婦

などを対象として社会福祉士や保健師など多

様な専門職による相談支援体制を構築し、地域

の関係機関と連携して切れ目のない支援を行

います。また、子どもの成長や発達、しつけな

ど子育てに関する悩みの相談や子どもの虐待

の相談・通告窓口の役割も担います。 

子ども相談

課

地域支援課 
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１（２）⑦ 養育支援訪問事業

特に養育支援が必要と思われる家庭を対象に、

子育て支援員や助産師が家庭訪問し、保護者の

養育能力を向上させるための支援（相談支援や

育児・家事援助等）を行っています。

子ども相談

課

地域支援課

母子保健・感

染症課

保 健 セ ン

ター

施策内容（３）住宅の支援 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（３）① 市営住宅整備事業 

東大阪市公営住宅等長寿命化計画に基づき老

朽市営住宅の建替えを行い、若年者世帯を含む

住宅に困窮している低額所得世帯への良質な

住宅を供給しています。また、若年者世帯への

生活支援を目的とし、「ともに 35 歳以下の夫

婦」、「ともに 35 歳以下の夫婦と子」又は「非

婚を含む 35 歳以下のひとり親と子」で構成さ

れる世帯を対象に入居から 10 年間の期限付き

入居を募集しています。 

総務管理課 

施策内容（４）相談機能の充実 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（４）① 児童家庭相談事業 

市の児童虐待に係る通告窓口であり、要保護児

童対策地域協議会の調整機関である子ども見

守り相談センターで、０歳から 18 歳までの児

童及び家庭に関する相談全般に応じ、適切な窓

口の紹介や継続的な相談・支援を行っていま

す。 

子ども相談

課 

地域支援課 

１（４）②
教育・発達相談事

業「来所相談」 

３歳半から概ね１８歳までの子どもとその保

護者に対し、子どもの養育や教育、発達に関す

る相談を行います。 

教 育 セ ン

ター 

１（４）③

東大阪市立男女共

同参画センター・

イコーラム（相談

事業） 

男女共同参画社会を目指し、さまざまな悩みに

ついて、女性のための相談（電話、心理面接、

法律、労働、多言語）、男性のための相談（電

話）を実施しています。 

多文化共生・

男女共同参

画課 
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施策内容（５）子どもの居場所づくり（居場所づくりによる支援） 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（５）①
子どもの居場所づ

くり支援事業 

子どもの居場所づくりを実施する地域のボラ

ンティアやＮＰＯ、事業所等と協働し、意見交

換や情報共有を行うネットワークを構築しま

す。また、子どもたちの発想や思いが大切にさ

れるような居場所づくりの支援を行います。 

子ども家庭

課 

１（５）②

生活困窮者自立支

援事業（学習等支

援事業） 

生活保護世帯や生活困窮世帯等の子どもたち

の健やかな育成を推進するため、学習支援や子

どもへの居場所の提供等の取組により、貧困の

連鎖の防止に繋げることを目的とし、中学生を

対象に事業を実施しています。 

生活支援課 

施策内容（６）養育費確保に関する取り決めの促進 

No. 事業名・取組内容 所管課 

１（６）①
養育費・離婚前相

談事業 

離婚前相談から養育費、親権問題等ひとり親特

有の相談に対し、弁護士による相談窓口を毎月

開設するとともに、児童扶養手当現況届提出期

間に合わせて弁護士による法律相談窓口を開

設し、養育費の確保及び相談支援の充実等を

図っています。 

子ども家庭

課 

１（６）②
養育費確保支援事

業 

継続した養育費支払いの履行確保を図ること

を目的に、ひとり親家庭を対象に、保証会社と

養育費保証契約を締結する際の本人負担費用

の初年度分を補助します。なお、１件当たりの

補助の上限額は５０，０００円です。 

子ども家庭

課 
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【施策の方向２】教育の支援 ～まなびを応援～ 

施策内容（１）学校等での子どもへの支援 

No. 事業名・取組内容 所管課 

２ （ １ ） ①
学びのトライアル

事業 

生涯学習にもつながる「自ら学ぶ力」を育成す

ることを目的に、学校図書館整備をはじめとす

る学びの環境づくりや家庭学習をはじめとす

る学習習慣づくり、そして子どもたちが積極的

に学ぼうとする授業づくり等、学力向上につな

がるさまざまな取組を行っています。 

学校教育推

進室 

２（１）②
スクールカウンセ

ラーの配置 

児童・生徒のいじめや不登校、問題行動等へ

の対応にあたって児童・生徒の臨床心理に関

して高度な専門的知識・経験を有するスクー

ルカウンセラーを配置しています。 

学校教育推

進室 

２（１）③
スクールソーシャ

ルワーカーの配置 

児童・生徒のいじめや不登校、問題行動等への

対応にあたって福祉的な専門的知識・経験を有

するスクールソーシャルワーカーを配置して

います。 

学校教育推

進室 

２（１）④
スクールサポー

ターの配置 

学校園における課題の改善を図るため、その状況

に応じて園児・児童・生徒への教育支援（学習補

充・特別支援教育・日本語指導・クラブ指導等）を

行うスクールサポーターを配置しています。 

学校教育推

進室 

２（１）⑤
不登校総合対策事

業 

東大阪市内の 25 中学校区全てを重点ブロック

と位置づけ、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等を活用し、定期的に幼小

中の連携会議を実施しています。また、ブロッ

ク代表者会議で各中学校区の取組等を集約し、

教育相談機能の充実、教職員の資質向上を図っ

ています。 

学校教育推

進室 
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No. 事業名・取組内容 所管課 

２（１）⑥

教育支援センター

事業「適応指導教

室」 

不登校児童生徒の集団生活への適応、情緒の安

定、基礎学力の補充、基礎的生活習慣の改善の

ための相談・指導を行うことにより、児童生徒

の学校復帰や社会的自立をめざします。 

教 育 セ ン

ター 

２（１）⑦

教育・発達相談事

業「相談員派遣事

業」「電話相談」 

教育センターの相談員を派遣し、市立学校園に

おける相談機能の充実を図ります。また、子ど

もや保護者・市民向けの電話相談窓口を設置

し、子ども自身が抱える悩みや子どもの養育上

の悩みに関する相談を行います。 

教 育 セ ン

ター 

２（１）⑧
留守家庭児童育成

事業 

留守家庭児童育成事業は、労働等により昼間家

庭にいない保護者を持つ児童に対し、小学校の

余裕教室等を活用して児童の安全確保と遊び

を主とした生活指導を行い、児童の健全育成を

図るための事業です。本市では、平成３０年度

から公募により選定された事業者が運営主体

となり、市の委託を受けて学校敷地内で運営し

ています。現在、本市では５０クラブを開設し

ており、内３１クラブは民間事業者、１３クラ

ブはＮＰＯ法人、６クラブは一般社団法人が運

営しています。 

青少年教育

課 

施策内容（２）就学支援の充実 

No. 事業名・取組内容 所管課 

２（2）① 就学援助制度 

市立小・中学校に子どもを就学させることが経

済的に困難な保護者に、学校の費用の一部を援

助する制度です。 

学事課 

施策内容（３）大学等進学に対する教育機会の提供 

No. 事業名・取組内容 所管課 

２ （ ３ ） ①
東大阪市奨学金制

度 

経済的な理由で就学が困難な方に対して、選考

の上、無利子で奨学金をお貸しする制度です。

卒業後には、返還の義務が生じます。 

学事課 

２ （ ３ ） ②
母子父子寡婦福祉

資金の貸付 

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の方等を対

象として、修学資金・就学支度資金等を貸付す

る制度です。 

※貸付金には、有利子・無利子のものがあります。

子ども家庭

課 
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【施策の方向３】ひとり親家庭等に対する就労の支援  

施策内容（１）ひとり親家庭等に対する就労の支援 

No. 事業名・取組内容 所管課 

３（１）①
母子家庭等就業・自

立支援センター事業

ひとり親家庭の親を対象に就業支援講習会や

就業相談等を実施しています。 

子ども家庭

課 

３（１）②
母子・父子家庭自

立支援給付金事業 

【自立支援教育訓練給付金】 

母子家庭の母や父子家庭の父が教育訓練講座

を受講した場合に当該母子家庭の母や父子家

庭の父に対し経費の一部を支給しています。 

【高等職業訓練促進給付金】 

母子家庭の母や父子家庭の父が就職の促進に

効果の高い資格の取得を目指すために養成機

関で修業する場合に、一定期間高等職業訓練促

進給付金を支給しています。 

子ども家庭

課 

３（１）③

母子・父子自立支

援プログラム策定

事業 

児童扶養手当受給者の自立を促進するために、

個々の児童扶養手当受給者の状況等に対応し

た自立支援プログラムを母子・父子自立支援員

が策定し、母子家庭等就業・自立センター事業

等の活用やハローワーク等の関係機関との連

携を図りながら、きめ細かで継続的な自立・就

労支援を実施しています。 

子ども家庭

課 

各福祉事務

所 

３（１）④
ワークサポート事

業 

障害者、母子家庭の母、中高年齢者等で、就労

意欲がありながら、さまざまな阻害要因を抱え

ているため就労できない就労困難者等に対し

て就労支援を行っています。 

労働雇用政

策室 

３（１）⑤
就活ファクトリー

東大阪 

39 歳以下の若者と女性（女性は年齢制限無し）

を対象に、相談及びキャリアカウンセリング業

務と各種セミナー及び企業・人材交流業務を実

施しています。 

労働雇用政

策室 

３（１）⑥
保護者の学び直し

の支援の検討 

より良い条件での就職や転職に向けた可能性

を広げ、正規雇用を中心とした就業につなげて

いくために、ひとり親家庭の親の学び直しの支

援を検討します。 

子ども家庭

課 
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３（１）⑦

若年者等トライア

ル雇用支援金の活

用促進 

国（ハローワーク）はトライアル雇用奨励金制

度により、母子家庭の母等の雇入れを促進して

おり、本市においても、事業所に対して、若年

者等トライアル雇用支援金制度により補助し

ており、母子家庭の母、父子家庭の父等の雇入

れを促進するよう働きかけます。 

労働雇用政

策室 

【施策の方向４】経済的支援 

施策内容（１）経済的支援 

No. 事業名・取組内容 所管課 

４（１）①
母子福祉資金、父

子福祉資金の貸付 

20 才未満の子どもを養育している母子家庭、

父子家庭への貸付制度です。 

（貸付の種類）修学資金、就学支度資金、技能

習得資金、生活資金など。 

子ども家庭

課 

各福祉事務

所 

４（１）②
ひとり親家庭医療

費助成事業 

児童扶養手当、遺族年金等を受けている、もし

くはそれに準ずる基準を満たすひとり親（父、

母または養育者とその子）の方が、医療機関等

で受診したときに支払う保険診療にかかる自

己負担金の一部を助成しています。 

医療助成課 

４（１）③ 児童扶養手当事業 

ひとり親家庭（父または母が政令で定める程度

の障害の状態にある場合も含む）の父母、また

は父母に代わってその児童を養育している方

に児童扶養手当を支給する制度です。支給期間

は児童が 18 歳に達した日以後の最初の３月末

まであるいは、政令に定める程度の障害がある

場合は 20歳未満までです。 

※所得制限あり。 

国民年金課 
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第５章 計画の推進に向けて 
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第５章 計画の推進に向けて 

１．関係部局との連携 

 本計画は本市におけるひとり親家庭の自立促進施策の指針となるものであり、推進にあたって

は、国、大阪府、庁内の人権、教育、労働、住宅等、幅広い分野にわたる連携が必要です。本市

においては東大阪市福祉推進委員会と本市の各部局が横断的・総合的に連携を図り、推進に向け

て取り組んでまいります。 

２．関係機関・団体等との連携 

 母子寡婦福祉会等の当事者団体や民生委員・児童委員・主任児童委員等をはじめ、東大阪市社

会福祉協議会、幼稚園、保育所（園）、認定こども園等、学校、子育て支援センター等の関係機関

や、地域における産業、労働、福祉の関係者や事業者との連携を強化し、本計画を推進します。 

３．計画の進行管理 

 「ＰＤＣＡ」の観点から計画に定めた施策についての進捗状況の把握、計画の進行管理を行い

ます。毎年、全庁的な進捗状況を把握し、「東大阪市社会福祉審議会」に報告するとともに市民に

対しても公表していきます。 

ＰＤＣＡサイクルとは 

ＰＤＣＡサイクルとは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善等に広く利用されてい

るマネジメント手法であり、ＰＤＣＡとは「Plan（計画）」、「Do（実行）」、「Check（評価）」、「Act（改

善）」のそれぞれの頭文字を示しています。業務の遂行にあたり、計画を立て、それを実行し、結果を

評価した後、改善して次のステップへと繋げていく過程が、計画の質を高めていくうえで重要となり

ます。 

中間評価等の結果を踏まえ、多少の改善が

必要な場合は個々の対応（計画の若干の見直

し）とします。

改善（Act） 

 計画の内容を踏まえ、事業を実施します。

実行（Do） 

 計画化の目標を定め、ひとり親家庭の自立促進に向けて具体的な施策の

方向性を定めます。

計画（Plan） 

 計画の進捗状況について毎年その実績を把握して各会議へ報告、評価、

分析を行います。

評価（Check）
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４．計画の効果的な運用方法 

施策の展開に際しては、これらの状況の変化も踏まえながら、本計画が可能な限り着実に推進

するよう努めるとともに、新たな制度に対しても積極的に取り組むなど、的確かつ柔軟に対応し

ていきます。 

また、今後は、ひとり親家庭の親への自立促進・支援だけではなく、その世帯に属する子ども

への支援の強化を効率的・効果的に図っていくために、東大阪市子どもの未来応援プランとの連

携を図って、一体的に支援を推進していきます。 
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資料編 



44 

資料編 

１．子どもの生活実態調査（平成２９年８月実施 概要） 

（１）調査の実施概要 

①調査の目的 

 本市では、「東大阪市子どもの未来応援プラン」策定のために、子どもの生活実態と子どもた

ちが置かれている状況を把握するため、小学校５年生、中学校２年生、16・17 歳とその保護者の

方を対象にアンケート調査を実施しました。 

②調査の概要 

調査対象者：本市に住んでいる小学５年生、中学２年生、16・17 歳とその保護者。 

抽出方法：住民基本台帳を基に無作為抽出。 

調査方法：郵送による配布、回収。 

表 配布数及び回収数（回収率） 

種類 配布数 回収数 回収率（％） 

子ども（※１） 2,000 件 637 件 31.9％ 

小学５年生 1,000 件 347 件 34.7％ 

中学２年生 1,000 件 281 件 28.1％ 

16・17 歳 1,000 件 222 件 22.2％ 

保護者（※２） 3,000 件 874 件 29.1％ 

小学５年生の保護者 1,000 件 346 件 34.6％ 

中学２年生の保護者 1,000 件 280 件 28.0％ 

16・17 歳の保護者 1,000 件 221 件 22.1％ 

※１：子どもの学年無回答分を含みます。 

※２：子どもの学年・年齢不明分を含みます。 

③報告書の見方 

ア．報告書の留意点 

 集計結果は、すべて小数点以下第２位を四捨五入しており、比率の合計が 100％とならな

いことがあります。 

 複数回答の質問では比率の合計が 100％とならない場合があります。 

 グラフの中の「N＝＊＊＊」は、集計母数を表しています。 

 回答比率（％）は、その質問の回答者数を基数（N＝Number of case）として算出していま

す。 

 本文中の表等において、選択肢が長い文章となる際に簡略化している場合があります。 

 記載の中で「小・中学生」とあるものは本市に住んでいる小学校５年生と中学校２年生を

対象としたアンケートの結果、「16・17 歳」とあるものは本市に住んでいる 16・17 歳を対
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象としたアンケート結果を表しています。「保護者」とあるものは調査対象者である小・中

学生、16・17 歳の保護者を対象としたアンケートの結果を表しています。 

イ．困窮度によるクロス集計分析 

 本市では「子どもの生活に関する実態調査」より、保護者の調査項目の世帯所得額から等価可

処分所得を算出し、困窮の程度を４つの層に分類したうえで、調査項目について考察しました。 

 子どもと保護者からの回答内容に対する、困窮度や世帯状況によるクロス集計から分析した結

果、子どもの生活や学習、保護者の生活や経済状況、社会とのつながり、子どもの居場所につい

ての考え等について、さまざまな現状が見えてきました。 

図：等価可処分所得による困窮度 

  中央値以上 50.75％

  困窮度Ⅲ 29.33％

  困窮度Ⅱ 6.96％

  困窮度Ⅰ 

  （ＯＥＣＤ作成基準）
12.96％

低
い

困
窮
度

高
い

等価可処分所得最大値 

234.78 万円 

中央値（端から数えて真ん

中に位置する値）のライン

140.87 万円 

中央値の 60％のライン 

117.39 万円 

（＝貧困線） 

等価可処分所得最小値 
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 実際の生活上の体験や困りごと等を把握し、多面的に情報を分析するための指標として、「等

価可処分所得」を基に区分した「困窮度」を用います。 

 厚生労働省が実施する国民生活基礎調査における相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回

る等価可処分所得しか得ていない者の割合を示しています。このときの貧困線とは、等価可処分

所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人

員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額をいい、この算出方法は、ＯＥＣＤ（経

済協力開発機構）の作成基準に基づくものとなっています（なお、ユニセフの報告書では、等価

可処分所得の 60％を採用しています）。 

 国民生活基礎調査は所得額について、詳細な記述を求め、算出しています。本市で実施した「子

どもの生活に関する実態調査」は世帯の所得額については、回答者の負担感等を考慮し、平成 28

年中の手取り収入を 50万～100 万円の幅を持たせた選択肢で回答を求めました。そのため、国の

貧困線の算出方法で用いる「等価可処分所得」の中央値には、選択肢の上限値と下限値の平均値

を世帯人員の平方根で割って調整した値を当てはめています。 

（例）世帯所得が「500～550 万円」で世帯人員が５人の場合、世帯所得を 525 万円として算出します。525

÷√5≒234.8 万円 

このように算出した等価可処分所得の中央値（234.78 万円）の 50％未満の層を「困窮度Ⅰ」

50％以上 60％未満の層を「困窮度Ⅱ」、60％以上中央値未満の層を「困窮度Ⅲ」、中央値以上を「中

央値以上」の４つの層に分類しています。 

なお、大阪府内全自治体における相対的貧困率は 14.9％（127.5 万円）、本市の相対的貧困率

は 12.96％（117.39 万円＝貧困線）でした。 

（２）調査の結果  

①世帯人数 

 各世帯構成における世帯人数について一覧にしています。母子世帯では「３人世帯」が最も多

く、父子世帯では「４人世帯」が最も多い結果でした。 

２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上 無回答 合計
24 60 51 20 1 2 1 159

15.1% 37.7% 32.1% 12.6% 0.6% 1.3% 0.6% 100.0%

5 3 18 8 2 0 0 36

13.9% 8.3% 50.0% 22.2% 5.6% 0.0% 0.0% 100.0%
3 75 360 143 25 6 0 612

0.5% 12.3% 58.8% 23.4% 4.1% 1.0% 0.0% 100.0%

0 0 5 22 15 10 0 52
0.0% 0.0% 9.6% 42.3% 28.8% 19.2% 0.0% 100.0%

0 2 1 2 7 2 1 15

0.0% 13.3% 6.7% 13.3% 46.7% 13.3% 6.7% 100.0%

32 140 435 195 50 20 2 874

3.7% 16.0% 49.8% 22.3% 5.7% 2.3% 0.2% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世
帯

その他

合計
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②世帯の子どもの人数 

 各世帯構成における子どもの人数について一覧にしています。母子世帯、父子世帯ともに「子

ども２人」が最も多い結果でした。 

③住まいの状況 

各世帯構成における住まいの状況について一覧にしています。母子世帯、父子世帯ともに「持

ち家（親・きょうだいの名義を含む）」が最も多い結果でした。 

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答 合計

42 77 34 5 0 1 0 159
26.4% 48.4% 21.4% 3.1% 0.0% 0.6% 0.0% 100.0%

8 17 10 1 0 0 0 36

22.2% 47.2% 27.8% 2.8% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

76 363 142 26 1 4 0 612
12.4% 59.3% 23.2% 4.2% 0.2% 0.7% 0.0% 100.0%

6 31 8 5 2 0 0 52

11.5% 59.6% 15.4% 9.6% 3.8% 0.0% 0.0% 100.0%

5 5 3 1 0 0 1 15
33.3% 33.3% 20.0% 6.7% 0.0% 0.0% 6.7% 100.0%

137 493 197 38 3 5 1 874

15.7% 56.4% 22.5% 4.3% 0.3% 0.6% 0.1% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世
帯

３世代世

帯

その他

合計

持ち家

（親・

きょうだ
いの名義

を含む）

府営・市
営住宅

ＵＲ賃貸

住宅・公
社賃貸住

宅

民間の賃
貸住宅

官舎・社
宅

その他 無回答 合計

94 7 3 50 1 3 1 159

59.1% 4.4% 1.9% 31.4% 0.6% 1.9% 0.6% 100.0%

33 0 0 1 2 0 0 36

91.7% 0.0% 0.0% 2.8% 5.6% 0.0% 0.0% 100.0%

535 4 6 60 6 1 0 612

87.4% 0.7% 1.0% 9.8% 1.0% 0.2% 0.0% 100.0%

49 0 0 1 2 0 0 52
94.2% 0.0% 0.0% 1.9% 3.8% 0.0% 0.0% 100.0%

12 0 0 2 0 0 1 15

80.0% 0.0% 0.0% 13.3% 0.0% 0.0% 6.7% 100.0%

723 11 9 114 11 4 2 874

82.7% 1.3% 1.0% 13.0% 1.3% 0.5% 0.2% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世
帯

その他

合計
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④前年の家計状況 

各世帯構成における前年の家計状況について一覧にしています。母子世帯では「赤字でも黒字

でもない」が最も多く、父子世帯では「貯蓄ができている」が最も多い結果でした。 

⑤赤字の対処方法 

各世帯構成における赤字の対処方法について一覧にしています。母子世帯、父子世帯ともに「貯

金、預金のとりくずし」が最も多い結果でした。 

貯蓄がで

きている

赤字であ

る

赤字でも
黒字でも

ない

わからな

い
無回答 合計

31 51 67 10 0 159

19.5% 32.1% 42.1% 6.3% 0.0% 100.0%
15 9 9 2 1 36

41.7% 25.0% 25.0% 5.6% 2.8% 100.0%
229 130 210 36 7 612

37.4% 21.2% 34.3% 5.9% 1.1% 100.0%

18 13 20 1 0 52
34.6% 25.0% 38.5% 1.9% 0.0% 100.0%

4 5 4 1 1 15
26.7% 33.3% 26.7% 6.7% 6.7% 100.0%

297 208 310 50 9 874

34.0% 23.8% 35.5% 5.7% 1.0% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世
帯

その他

合計

貯金、預
金のとり

くずし

親や親族
などから

の仕送り

金融機関
等からの

借り入れ

その他 無回答 合計

36 3 9 2 1 51
70.6% 5.9% 17.6% 3.9% 2.0% 100.0%

7 0 2 0 0 9
77.8% 0.0% 22.2% 0.0% 0.0% 100.0%

86 9 25 7 3 130

66.2% 6.9% 19.2% 5.4% 2.3% 100.0%
8 1 3 1 0 13

61.5% 7.7% 23.1% 7.7% 0.0% 100.0%
2 0 1 2 0 5

40.0% 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 100.0%

139 13 40 12 4 208

66.8% 6.3% 19.2% 5.8% 1.9% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯
３世代世

帯

その他

合計
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⑥子どものための貯蓄 

各世帯構成における子どものための貯蓄について一覧にしています。母子世帯では「貯蓄をし

たいができていない」が最も多く、父子世帯では「貯蓄をしている」が最も多い結果でした。 

⑦経済的な困窮の経験（複数回答可） 

 各世帯構成における経済的な困窮の経験について一覧にしています。 

⑧母親の最終学歴 

 母親の最終学歴は、母子世帯では「高校卒業」（40.3％）が最も多く、次いで「高専、短大、専

門学校等卒業」（35.2％）でした。 

貯蓄をし

ている

貯蓄をし
たいがで

きていな
い

貯蓄をす

るつもり

はない

無回答 合計

70 86 0 3 159

44.0% 54.1% 0.0% 1.9% 100.0%

20 16 0 0 36

55.6% 44.4% 0.0% 0.0% 100.0%
385 219 3 5 612

62.9% 35.8% 0.5% 0.8% 100.0%
32 20 0 0 52

61.5% 38.5% 0.0% 0.0% 100.0%
6 8 0 1 15

40.0% 53.3% 0.0% 6.7% 100.0%

513 349 3 9 874

58.7% 39.9% 0.3% 1.0% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯
３世代世

帯

その他

合計

食費を切

りつめた

電気・ガ

ス・水道

などが止

められた

医療機関

を受診で

きなかっ

た

国民健康

保険料の

支払いが
滞ったこ

とがある

国民年金

の支払い

が滞った
ことがあ

る

金融機関

などに借

金をした
ことがあ

る

クレジッ

トカード

の利用が

停止に

なったこ
とがある

新しい服

や靴を買

うのを控

えた

新聞や雑

誌を買う

のを控え

た

スマート

フォンへ

の切り替

え・利用

を断念し
た

冠婚葬祭

のつきあ

いを控え

た

生活の見

通しがた

たなくて

不安に

なったこ
とがある

鉄道やバ
スの利用

を控え、

自転車を
使ったり

歩くよう

にした

電話（固

定・携

帯）など

の通信料

の支払い

が滞った
ことがあ

る

家賃や住

宅ローン

の支払い

が滞った

ことがあ
る

趣味やレ

ジャーの

出費を減

らした

冷暖房の

使用を控
えた

友人・知

人との外

食を控え

た

敷金・保

証金等を

用意でき

ないの

で、住み

替え・転
居を断念

した

理髪店・

美容院に

行く回数
を減らし

た

子ども部

屋が欲し

かったが
つくれな

かった

どれもあ

てはまら
ない

有効回答

数

79 3 7 14 13 14 7 99 68 20 20 61 44 12 11 94 57 77 16 91 32 21 159

49.7% 1.9% 4.4% 8.8% 8.2% 8.8% 4.4% 62.3% 42.8% 12.6% 12.6% 38.4% 27.7% 7.5% 6.9% 59.1% 35.8% 48.4% 10.1% 57.2% 20.1% 13.2% 100.0%

15 1 1 0 0 4 1 16 11 2 3 7 5 1 1 21 9 11 0 9 0 7 36

41.7% 2.8% 2.8% 0.0% 0.0% 11.1% 2.8% 44.4% 30.6% 5.6% 8.3% 19.4% 13.9% 2.8% 2.8% 58.3% 25.0% 30.6% 0.0% 25.0% 0.0% 19.4% 100.0%
219 8 14 24 32 41 14 269 158 35 20 101 76 14 18 278 141 150 7 173 41 171 612

35.8% 1.3% 2.3% 3.9% 5.2% 6.7% 2.3% 44.0% 25.8% 5.7% 3.3% 16.5% 12.4% 2.3% 2.9% 45.4% 23.0% 24.5% 1.1% 28.3% 6.7% 27.9% 100.0%

21 1 1 2 3 2 1 21 13 6 1 7 7 1 1 25 9 15 1 18 6 14 52

40.4% 1.9% 1.9% 3.8% 5.8% 3.8% 1.9% 40.4% 25.0% 11.5% 1.9% 13.5% 13.5% 1.9% 1.9% 48.1% 17.3% 28.8% 1.9% 34.6% 11.5% 26.9% 100.0%

7 0 1 2 3 2 2 11 4 2 1 9 4 1 0 9 3 7 0 9 1 1 15

46.7% 0.0% 6.7% 13.3% 20.0% 13.3% 13.3% 73.3% 26.7% 13.3% 6.7% 60.0% 26.7% 6.7% 0.0% 60.0% 20.0% 46.7% 0.0% 60.0% 6.7% 6.7% 100.0%

341 13 24 42 51 63 25 416 254 65 45 185 136 29 31 427 219 260 24 300 80 214 874

39.0% 1.5% 2.7% 4.8% 5.8% 7.2% 2.9% 47.6% 29.1% 7.4% 5.1% 21.2% 15.6% 3.3% 3.5% 48.9% 25.1% 29.7% 2.7% 34.3% 9.2% 24.5% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世

帯

その他

合計

中学校卒

業

高等学校

中途退学

高等学校

卒業

高専、短

大、専門

学校等卒

業

大学卒業
大学院修

了

その他の

教育機関

卒業

答えたく

ない
無回答 合計

14 6 64 56 14 0 2 2 1 159

8.8% 3.8% 40.3% 35.2% 8.8% 0.0% 1.3% 1.3% 0.6% 100.0%
母子世帯
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⑨父親の最終学歴 

父親の最終学歴は、父子世帯では「高等学校卒業」（41.7％）が最も多く、次いで「大学卒業」

（33.3％）でした。 

⑩母親の就業状況（複数回答） 

母親の就業状況は、母子家庭では「パート・アルバイト・非正規職員で１カ所に勤務」（45.9％）

で最も多く、次いで「常勤・正規職員」（30.2％）でした。 

⑪父親の就業状況（複数回答） 

 父親の就業状況は、父子家庭では「常勤・正規職員」（91.7％）で最も多く、次いで「パート・

アルバイト・非正規職員で１カ所に勤務」「自営業・家業」（ともに 5.6％）でした。 

中学校卒

業

高等学校

中途退学

高等学校

卒業

高専、短

大、専門

学校等卒

業

大学卒業
大学院修

了

その他の

教育機関

卒業

答えたく

ない
無回答 合計

0 0 15 7 12 2 0 0 0 36

0.0% 0.0% 41.7% 19.4% 33.3% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
父子世帯

常勤・正

規職員

パート・

アルバイ

ト・非正

規職員で

１カ所に

勤務

パート・

アルバイ

ト・非正

規職員で

２カ所以

上に勤務

自営業・

家業

その他の

就業形態

仕事を探

している

仕事を探

していな

い

有効回答

数

48 73 4 9 2 12 13 159

30.2% 45.9% 2.5% 5.7% 1.3% 7.5% 8.2% 100.0%
母子世帯

常勤・正

規職員

パート・

アルバイ

ト・非正

規職員で

１カ所に

勤務

パート・

アルバイ

ト・非正

規職員で

２カ所以

上に勤務

自営業・

家業

その他の

就業形態

仕事を探

している

仕事を探

していな

い

有効回答

数

33 2 0 2 0 0 0 36

91.7% 5.6% 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
父子世帯
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⑫子どもに関する経済的な困窮の経験 

 子どもに関する経済的な困窮の経験について一覧にしています。 

⑬初めて親になった年齢 

 初めて親になった年齢について一覧にしています。母子世帯・父子世帯ともに「27 歳～30 歳」

が最も多い結果となりました。 

⑭相談相手や相談先（複数回答） 

 相談相手や相談先について一覧にしています。 

子どもを

医療機関

に受診さ
せること

ができな
かった

子どもの

進路を変
更した

子どもの
ための本

や絵本が
買えな

かった

子どもに

おこづか

いを渡す
ことがで

きなかっ
た

子どもに

新しい服

や靴を買
うことが

できな
かった

子どもを
学校の遠

足や修学

旅行へ参
加させる

ことがで
きなかっ

た

子どもを
習い事に

通わすこ
とができ

なかった

子どもを

学校のク

ラブ活動
に参加さ

せられな
かった

子どもを
学習塾に

通わすこ
とができ

なかった

子どもの

誕生日を
祝えな

かった

子どもに
お年玉を

あげるこ
とができ

なかった

子どもの

学校行事

などに参
加するこ

とができ
なかった

子ども

会、地域

の行事
（祭りな

ど）の活
動に参加

すること

ができな
かった

家族旅行

（テーマ

パークな
ど日帰り

のおでか
けを含

む）がで

きなかっ
た

どれにも

あてはま
らない

有効回答
数

2 10 16 44 37 1 37 2 39 6 21 9 7 56 57 159

1.3% 6.3% 10.1% 27.7% 23.3% 0.6% 23.3% 1.3% 24.5% 3.8% 13.2% 5.7% 4.4% 35.2% 35.8% 100.0%
0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 6 23 36

0.0% 2.8% 0.0% 0.0% 2.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 63.9% 100.0%
5 10 20 35 51 0 50 4 47 5 17 2 3 91 364 612

0.8% 1.6% 3.3% 5.7% 8.3% 0.0% 8.2% 0.7% 7.7% 0.8% 2.8% 0.3% 0.5% 14.9% 59.5% 100.0%

1 1 3 5 6 0 2 0 3 0 1 1 0 4 30 52
1.9% 1.9% 5.8% 9.6% 11.5% 0.0% 3.8% 0.0% 5.8% 0.0% 1.9% 1.9% 0.0% 7.7% 57.7% 100.0%

1 0 2 4 4 0 3 0 4 1 3 1 2 4 7 15
6.7% 0.0% 13.3% 26.7% 26.7% 0.0% 20.0% 0.0% 26.7% 6.7% 20.0% 6.7% 13.3% 26.7% 46.7% 100.0%

9 22 41 88 99 1 92 6 93 12 42 13 12 161 481 874

1.0% 2.5% 4.7% 10.1% 11.3% 0.1% 10.5% 0.7% 10.6% 1.4% 4.8% 1.5% 1.4% 18.4% 55.0% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世
帯

その他

合計

10代 20～23歳 24～26歳 27～30歳 31～34歳 35～39歳 40歳以上 無回答 合計

6 23 36 53 20 13 7 1 159
3.8% 14.5% 22.6% 33.3% 12.6% 8.2% 4.4% 0.6% 100.0%

0 3 5 12 4 3 9 0 36

0.0% 8.3% 13.9% 33.3% 11.1% 8.3% 25.0% 0.0% 100.0%

9 54 105 232 134 44 32 2 612
1.5% 8.8% 17.2% 37.9% 21.9% 7.2% 5.2% 0.3% 100.0%

1 1 10 19 15 4 2 0 52

1.9% 1.9% 19.2% 36.5% 28.8% 7.7% 3.8% 0.0% 100.0%

1 2 1 6 2 1 2 0 15
6.7% 13.3% 6.7% 40.0% 13.3% 6.7% 13.3% 0.0% 100.0%

17 83 157 322 175 65 52 3 874

1.9% 9.5% 18.0% 36.8% 20.0% 7.4% 5.9% 0.3% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世
帯

３世代世

帯

その他

合計

配偶者・

パート

ナー

自分の親

配偶者・

パート

ナーの親

きょうだ

い・その

他の親戚

近隣に住

む知人や

友人

近隣に住

んでいな

い知人や

友人

職場関係

者

学校の先

生スクー

ルカウン

セラー

子育て講

座（小・

中学生を

持つ保護

者対象）

等を担当

するリー

ダーや職

員等

公的機関

や役所の

相談員

学童保育

の指導員

地域の民

生委員・

児童委員

民間の支

援団体

民間のカ

ウンセ

ラー・電

話相談

医療機関

の医師や

看護師

インター

ネットの

サイトへ

の書き込

み

その他

相談でき

る相手が

いない

有効回答

数

42 96 7 67 57 35 29 14 1 5 1 3 3 3 5 3 4 8 159

26.4% 60.4% 4.4% 42.1% 35.8% 22.0% 18.2% 8.8% 0.6% 3.1% 0.6% 1.9% 1.9% 1.9% 3.1% 1.9% 2.5% 5.0% 100.0%

23 24 8 7 8 6 9 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 36

63.9% 66.7% 22.2% 19.4% 22.2% 16.7% 25.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.8% 100.0%

514 399 130 222 278 123 113 52 4 9 7 0 5 3 16 5 6 9 612

84.0% 65.2% 21.2% 36.3% 45.4% 20.1% 18.5% 8.5% 0.7% 1.5% 1.1% 0.0% 0.8% 0.5% 2.6% 0.8% 1.0% 1.5% 100.0%

49 35 12 21 29 8 12 5 0 1 0 0 0 0 1 2 1 0 52

94.2% 67.3% 23.1% 40.4% 55.8% 15.4% 23.1% 9.6% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 3.8% 1.9% 0.0% 100.0%

6 11 1 8 7 2 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 15

40.0% 73.3% 6.7% 53.3% 46.7% 13.3% 26.7% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 100.0%

634 565 158 325 379 174 167 75 5 15 8 3 8 6 22 10 12 18 874

72.5% 64.6% 18.1% 37.2% 43.4% 19.9% 19.1% 8.6% 0.6% 1.7% 0.9% 0.3% 0.9% 0.7% 2.5% 1.1% 1.4% 2.1% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世

帯

その他

合計
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⑮近所づきあいについて 

 近所づきあいについて一覧にしています。母子世帯では「道で会えばあいさつするくらいの人

がいる」が最も多く、父子世帯では「たまに立ち話をするくらいの人がいる」が最も多い結果で

した。 

⑯地域に支えられていると感じるか 

 地域に支えられていると感じるかについて一覧にしています。 

困ってい
るとき

は、相談

したり助

け合った

りする人
がいる

買い物や

地域の行
事などを

一緒に

行ったり

する気の

合う人が
いる

たまに立

ち話をす

るくらい

の人がい

る

道で会え

ばあいさ

つするく

らいの人

がいる

近所づき

あいはほ

とんどし

ていない

その他 無回答 合計

28 10 41 50 28 1 1 159

17.6% 6.3% 25.8% 31.4% 17.6% 0.6% 0.6% 100.0%

7 2 13 12 2 0 0 36

19.4% 5.6% 36.1% 33.3% 5.6% 0.0% 0.0% 100.0%
142 65 220 148 35 1 1 612

23.2% 10.6% 35.9% 24.2% 5.7% 0.2% 0.2% 100.0%

10 5 19 18 0 0 0 52

19.2% 9.6% 36.5% 34.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

3 0 6 4 1 0 1 15
20.0% 0.0% 40.0% 26.7% 6.7% 0.0% 6.7% 100.0%

190 82 299 232 66 2 3 874

21.7% 9.4% 34.2% 26.5% 7.6% 0.2% 0.3% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世

帯

その他

合計

感じる 感じない 無回答 合計

79 80 0 159
49.7% 50.3% 0.0% 100.0%

21 15 0 36

58.3% 41.7% 0.0% 100.0%

348 256 8 612
56.9% 41.8% 1.3% 100.0%

33 17 2 52

63.5% 32.7% 3.8% 100.0%

9 3 3 15
60.0% 20.0% 20.0% 100.0%

490 371 13 874

56.1% 42.4% 1.5% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世
帯

３世代世

帯

その他

合計
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⑰生活を楽しんでいるか 

 生活を楽しんでいるかについて一覧にしています。母子世帯・父子世帯ともに「楽しんでいる」

が最も多い結果でした。 

⑱養育費の受け取り状況 

 養育費の受け取り状況について一覧にしています。母子世帯・父子世帯ともに「受けたことは

ない」が最も多い結果でした。 

⑲世帯収入 

世帯収入について一覧にしています。 

とても楽

しんでい
る

楽しんで
いる

あまり楽

しんでい
ない

楽しんで
はいない

わからな
い

無回答 合計

14 86 35 11 12 1 159

8.8% 54.1% 22.0% 6.9% 7.5% 0.6% 100.0%
10 14 9 0 3 0 36

27.8% 38.9% 25.0% 0.0% 8.3% 0.0% 100.0%

98 358 82 24 49 1 612

16.0% 58.5% 13.4% 3.9% 8.0% 0.2% 100.0%
9 27 8 1 7 0 52

17.3% 51.9% 15.4% 1.9% 13.5% 0.0% 100.0%

1 9 4 1 0 0 15

6.7% 60.0% 26.7% 6.7% 0.0% 0.0% 100.0%

132 494 138 37 71 2 874

15.1% 56.5% 15.8% 4.2% 8.1% 0.2% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯
３世代世

帯

その他

合計

受けてい

る

受けたこ

とがある

受けたこ

とはない
無回答 合計

12 12 100 35 159
7.5% 7.5% 62.9% 22.0% 100.0%

0 0 29 7 36

0.0% 0.0% 80.6% 19.4% 100.0%

0 5 491 116 612

0.0% 0.8% 80.2% 19.0% 100.0%

0 0 38 14 52
0.0% 0.0% 73.1% 26.9% 100.0%

2 3 9 1 15

13.3% 20.0% 60.0% 6.7% 100.0%

14 20 667 173 874

1.6% 2.3% 76.3% 19.8% 100.0%

母子世帯

父子世帯

２世代世

帯

３世代世
帯

その他

合計

50万円未

満

50～100万

円未満

100～150

万円未満

150～200

万円未満

200～250

万円未満

250～300

万円未満

300～350

万円未満

350～400

万円未満

400～450

万円未満

450～500

万円未満

500～550

万円未満

550～600

万円未満

600～650

万円未満

650～700

万円未満

700～750

万円未満

750～800

万円未満

800～850

万円未満

850～900

万円未満

900～950

万円未満

1,000万円

以上

わからな

い
無回答 合計

5 7 13 22 22 12 16 8 5 6 8 1 6 2 0 2 1 0 0 4 9 10 159

3.1% 4.4% 8.2% 13.8% 13.8% 7.5% 10.1% 5.0% 3.1% 3.8% 5.0% 0.6% 3.8% 1.3% 0.0% 1.3% 0.6% 0.0% 0.0% 2.5% 5.7% 6.3% 100.0%
1 0 2 0 2 1 2 2 2 4 4 4 2 0 0 1 1 0 1 3 3 1 36

2.8% 0.0% 5.6% 0.0% 5.6% 2.8% 5.6% 5.6% 5.6% 11.1% 11.1% 11.1% 5.6% 0.0% 0.0% 2.8% 2.8% 0.0% 2.8% 8.3% 8.3% 2.8% 100.0%

6 3 4 10 17 17 38 51 40 65 46 31 36 33 25 21 9 8 10 33 38 71 612
1.0% 0.5% 0.7% 1.6% 2.8% 2.8% 6.2% 8.3% 6.5% 10.6% 7.5% 5.1% 5.9% 5.4% 4.1% 3.4% 1.5% 1.3% 1.6% 5.4% 6.2% 11.6% 100.0%

0 1 0 0 2 2 3 9 1 9 1 2 5 3 0 3 1 1 1 2 5 1 52

0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 3.8% 3.8% 5.8% 17.3% 1.9% 17.3% 1.9% 3.8% 9.6% 5.8% 0.0% 5.8% 1.9% 1.9% 1.9% 3.8% 9.6% 1.9% 100.0%
0 0 0 1 4 3 1 0 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 15

0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 26.7% 20.0% 6.7% 0.0% 13.3% 6.7% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 6.7% 100.0%

12 11 19 33 47 35 60 70 50 85 59 39 49 38 25 27 12 9 12 11 55 84 874

1.4% 1.3% 2.2% 3.8% 5.4% 4.0% 6.9% 8.0% 5.7% 9.7% 6.8% 4.5% 5.6% 4.3% 2.9% 3.1% 1.4% 1.0% 1.4% 1.3% 6.3% 9.6% 100.0%

その他

合計

母子世帯

父子世帯

２世代世
帯

３世代世

帯
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２．ひとり親家庭の自立支援に関する制度・サービス 

１）福祉事務所 

（母子・父子自立

支援員） 

母子・父子家庭、寡婦の方に対して、専門

的知識を有する母子・父子自立支援員が生

活の安定、自立のための相談に応じていま

す。 

【問合せ先】 

東福祉事務所 子育て支援係 

TEL 072-988-6619 

FAX 072-988-6671 

中福祉事務所 子育て支援係 

TEL 072-960-9274 

FAX 072-964-7110 

西福祉事務所 子育て支援係 

TEL 06-6784-7982 

FAX 06-6784-7677 

２）母子生活支援施設

配偶者がいないか、それに準じた状況にお

かれた女性で 18 歳未満の子どもを養育し

ており、様々な事情のため、子どもの養育

が十分できない場合に、子どもと一緒に入

所できる児童福祉施設です。 

３）子ども見守り相談

センター 

子どものしつけ、養育、言語や発達、学校

生活、家族関係、児童虐待のこと等、18 歳

未満の子どもと家族に関する相談、サービ

スの紹介を行っています。 

【問合せ先】 

子どもすこやか部 子ども見守り

相談センター 

TEL 06-4309-3197･3252 

FAX 06-4309-3818 

４）東大阪市母子福祉

推進委員 

地域の身近な相談者として、各小学校の通

学区域ごとに１名ずつ市長が委嘱してい

る母子福祉推進委員が相談に応じていま

す。 

【問合せ先】 

子どもすこやか部 子育て支援室 

子ども家庭課 

TEL 06-4309-3194 

FAX 06-4309-3817 

５）母子・父子・寡婦福

祉資金貸付制度 

技能習得資金、生活資金、就学支度資金、

修学資金等、母子家庭の母・父子家庭の父・

寡婦の方および 40 歳以上の配偶者のない

女子を対象にした貸付金制度です。 

【問合せ先】 

子どもすこやか部 子育て支援室 

子ども家庭課 

TEL 06-4309-3194 

FAX 06-4309-3817 

東福祉事務所 子育て支援係 

TEL 072-988-6619 

FAX 072-988-6671 

中福祉事務所 子育て支援係 

TEL 072-960-9274 

FAX 072-964-7110 

西福祉事務所 子育て支援係 

TEL 06-6784-7982 

FAX 06-6784-7677 

６）自立支援教育訓練

給付金 

就職に結びつく可能性の高いと思われる

指定講座（教育訓練給付講座）を受講した

場合に、受講料の６割相当額（上限 20 万

円）が支給されます。 

７）高等職業訓練促進

給付金等 

市の指定する就職に有利な資格の取得を

めざし、１年以上修業する場合に、高等職

業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援

給付金が支給されます。指定する資格は、

当該職種への就労が見込まれる専門的な

資格（看護師、介護福祉士、保育士、理学

療法士、作業療法士等）です。 

８）就業支援講習会 

自立促進と生活の安定を図るために、就職

に役立つ知識・技能の習得を目的とした講

座（簿記、調剤事務、パソコン、介護職員

初任者研修等）および面接セミナー等を開

催しています。 
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９）子育て短期支援事

業 

（ショートステイ・ト

ワイライトステイ） 

保護者が出産、疾病、事故および災害等

（ショートステイ）、仕事のため帰宅が常

に夜間にわたるなど（トワイライトステ

イ）、一時的に家庭において児童の養育が

困難となった場合に、児童を預けることが

できます。（所得に応じて負担あり） 

【問合せ先】 

子どもすこやか部 子ども見守り

相談センター 

TEL 06-4309-3197･3252 

FAX 06-4309-3818 

10）コミュニティソーシャ

ルワーカー

援護を必要とする高齢者や障害者、子育て

中の親等に対して、見守りや課題の発見、

相談援助、必要なサービスや専門機関への

つなぎをするなど、要援護者の課題を解決

するための支援を行います。 

【問合せ先】 

福祉部 地域福祉課 

TEL 06-4309-3181 

FAX 06-4309-3815 

東大阪市社会福祉協議会 

TEL 06-6789-7201 

FAX 06-6789-2924 

11）民生委員・児童委

員・主任児童員 

生活上のことや子どものこと等の相談に

応じています。 

【問合せ先】 

生活支援部 生活福祉室  

生活福祉課 

TEL 06-4309-3182 

FAX 06-4309-3848 

東大阪市社会福祉協議会 

TEL 06-6789-7201 

FAX 06-6789-2924 

12）児童扶養手当 

ひとり親家庭の父又は母が 18 歳に達する

日以後の最初の３月 31 日までの児童（児

童が政令で定める程度の障害がある場合

は 20 歳未満）を監護するときに支給され

ます。なお、所得が一定額以上あるときは、

手当の全部又は一部の支給が停止されま

す。 

【問合せ先】 

市民生活部 国民年金課 

TEL 06-4309-3165 

FAX 06-4309-3805 

13）ひとり親家庭医療

費助成 

児童扶養手当、遺族年金等を受けているひ

とり親家庭（父、母または養育者とその子）

の方が、医療機関等で医療を受けたとき、

健康保険の自己負担分を助成するもので

す。 

【問合せ先】 

市民生活部 医療助成課 

TEL 06-4309-3166 

FAX 06-4309-3805 

14）奨学金、学費減免等
修学に必要な資金の貸付、減免の制度で

す。 

【問合せ先】 

教育委員会 学事課 支援チーム

TEL 06-4309-3272 

FAX 06-4309-3838 

15）生活福祉資金貸付

低所得者層、身体障害者対策の一環とし

て、福祉資金、教育支援金等の必要な資金

を低利で貸付します。 

【問合せ先】 

東大阪市社会福祉協議会 

TEL 06-6789-7201 

FAX 06-6789-2924 

16）生活困窮者レス

キュー事業 

公的制度やサービスによる支援が受けら

れず、生命に関わる緊急・窮迫した制度の

狭間の生活困窮状況にあり、他に支援する

手段がなく支援の実施により一定の生活

の安定が見込める場合に対して「経済的援

助(現物給付)」による支援を実施します。

【問合せ先】 

大阪府社会福祉協議会  

TEL 06-6762-9488 

FAX 06-6762-9472 
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17）ファミリー・サポー

ト・センター事業 

育児等の援助を行いたい人と、援助を受け

たい人とがお互いに会員になって助け合

うグループを支援するシステムです。会員

に登録すると「依頼会員」は｢援助会員｣に、

保育施設への送迎等のサポートを受ける

ことができます。（有料） 

【問合せ先】 

東大阪市ファミリー・サポート・セ

ンター 

TEL 06-6785-2625 

FAX 06-6789-5611

18）大阪府東大阪子ど

も家庭センター 

養育困難、児童虐待、子どもの障害、非行、

不登校、しつけ、里親相談等子どもに関す

る全般の相談に応じています。 

【問合せ先】 

大阪府東大阪子ども家庭センター

TEL 06-6721-1966 

FAX 06-6720-3411 

19）大阪府女性相談セ

ンター 

ＤＶの被害者や女性からの電話や来所に

よる相談を受け、必要に応じて緊急一時保

護や婦人保護施設への入所等、自立に向け

た支援を行っています。 

【問合せ先】 

大阪府女性相談センター 

TEL 06-6949-6022 

20）大阪府母子・父子福

祉センター 

自立を支援するための就業相談、ひとり親

家庭相談、法律相談、養育費の相談などを

行っています。 

【問合せ先】 

大阪府母子・父子福祉センター 

TEL 06̶6748-0263 

FAX 06-6748-0264 

21）大阪府母子家庭等

就業・自立支援セ

ンター事業 

ひとり親家庭の親を対象に、就業に関する

相談や技能習得講習会の実施、就業情報の

提供等、一貫した就業支援サービスを実施

し、円滑な就職につなげます。 

【問合せ先】 

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター

TEL 06̶6748-0263 

FAX 06-6748-0264 

22）公共職業安定所 

（ハローワーク）

就職の促進を図るため、きめ細かな職業相

談、職業紹介等を行っています。また、職

業訓練に関する情報提供を行っています。

【問合せ先】 

布施公共職業安定所 

TEL 06-6782-4221 

FAX 06-6783-6768 

23）マザーズハローワー

ク 

子育てをしながら就職を希望する女性等

を対象に、職業相談や職業紹介を行ってい

ます。 

【問合せ先】 

大阪マザーズハローワーク 

TEL 06-7653-1098 

FAX 06-7653-1561 

24）母子世帯向け府営

住宅 

府営住宅の入居募集を一般世帯向け募集

とは別に行っています。なお、収入基準、

家賃等は一般の府営住宅と同じです。 

問合せ先については、大阪府 

ウェブサイトをご覧ください。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/jutaku_

kikaku/kanrisharisuto/index.html 

25）養育費・離婚前相談

事業 

離婚前相談から養育費、親権問題等ひとり

親特有の相談に対し、弁護士による相談窓

口を毎月開設するとともに、児童扶養手当

現況届提出期間に合わせて弁護士による

法律相談窓口を開設し、養育費の確保及び

相談支援の充実等を図っています。 

【問合せ先】 

子どもすこやか部 子育て支援室 

子ども家庭課 

TEL 06-4309-3194 

FAX 06-4309-3817 
26）養育費確保支援事

業 

継続した養育費支払いの履行確保を図る

ことを目的に、ひとり親家庭を対象に、保

証会社と養育費保証契約を締結する際の

本人負担費用の初年度分を補助します。な

お、１件当たりの補助の上限額は50,000円

です。 

※掲載している内容は、令和３年３月時点のものです。
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３．児童扶養手当現況届時アンケート結果の概要 

１．調査の趣旨 

 本アンケート調査は、ひとり親家庭の方を対象として、家庭の状況や生活の様子などを確認す

るために、児童扶養手当現況届時（令和２年８月３日～17日実施）にアンケートを配布し、記入

してもらいましたが、回収数が少ないため、参考値として把握しています。 

● 調査対象者：児童扶養手当を受給しているひとり親家庭の保護者。 

● 回収数：62 

２．回答者の属性 

回答者の属性に関する回答結果は以下のとおりとなっています。 

問．あなたの性別を教えて下さい。 

回答者の性別をみると、「女性」が 93.5％、「男性」が 6.5％となり、アンケートの回答者は女

性が多くなっています。 

回答数 構成比

男性 4 6.5%
女性 58 93.5%

その他 0.0%
答えたくない 0.0%

無回答 0.0%

合計 62 100.0%
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３．単純集計結果 

 各設問の主な単純集計結果について、以下のとおり、（１）免許･資格･技能について（２）養育

費・面会交流について（３）生活全般･各種制度について（４）新型コロナウイルスによる生活へ

の影響について、に分けて整理しました。 

（１）免許･資格･技能について 

問．あなたが今後習得したい免許･資格･技能はどれですか。（当てはまるもの全てに○） 

 今後、何らかの免許・資格・技能を身につけたいと考えている割合は 67.8％あり、回答は、比

較的、様々な分野に分散されています。その中でも多かったのは、「自動車運転免許」で 17.7％、

「看護師（准看護師）」で 11.3％でした。 

（２）養育費・面会交流について 

問．離婚や未婚による理由で、ひとり親家庭になられた方にお聞きします。 

   あなたは養育費をいくら位受け取っていますか。 

 養育費を「受け取っている」「時々受け取っている」方の割合は 3 割程度でした。受け取って

いる養育費の額は、最高で 12 万円、最低で 3千円で、平均すると約 4万 5千円でした。 

回答数 構成比

看護師（准看護師） 7 11.3%
保健師 0.0%

調理師 3 4.8%

栄養士 3 4.8%

歯科衛生士 0.0%
保育士 2 3.2%

理容師･美容師 3 4.8%

ケアマネージャー 6 9.7%
介護職員(初任者研修) 4 6.5%

介護福祉士 4 6.5%

理学療法士 1 1.6%

作業療法士 0.0%
簿記 3 4.8%

医療事務 3 4.8%

パソコン 6 9.7%

教員 1 1.6%
自動車運転免許 11 17.7%

特になし 17 27.4%

その他 3 4.8%
無回答 3 4.8%

有効回答数 62 100.0%

回答数 構成比

受け取っている 15 24.2%
時々受け取っている 4 6.5%

受け取っていない 42 67.7%
無回答 1 1.6%

合計 62 100.0%
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問．養育費を受け取っておられない方にお聞きします。 

その理由は何ですか。（当てはまるもの全てに○） 

 養育費を受け取っていない割合は約 7割ですが、その理由として最も多かった回答は「相手と

関わりたくないから」で 42.9％、次いで「相手方との交渉がわずらわしかったから」「相手に支

払う意思がなかったから」で 28.6％でした。 

問．面会交流の実施状況について、当てはまるものに○をつけてください。 

 面会交流の実施状況ですが「現在、面会交流を行っている」と回答した方は 33.9％でした。一

方で、「面会交流は行っていない」と回答した方は 38.7％でした。 

回答数 構成比

自分の収入で経済的に問題なかったから 2 4.8%
相手方との交渉がわずらわしかったから 12 28.6%

相手に支払う意思がなかったから 12 28.6%

相手に支払う資力がなかったから 9 21.4%
養育費を請求できるとは思わなかったから 2 4.8%

子どもを引き取った方が負担するものと思っていた

から
1 2.4%

交渉がまとまらなかったから 3 7.1%

現在交渉中、又は今後交渉予定であるから 0.0%

相手から身体的・精神的暴力を受けたから 3 7.1%
相手と関わりたくないから 18 42.9%

その他 5 11.9%
無回答 1 2.4%

有効回答数 42 100.0%

回答数 構成比

現在、面会交流を行っている 21 33.9%
過去に面会交流を行ったことがあるが、現在は行っ

ていない
8 12.9%

面会交流は行っていない 24 38.7%

無回答 9 14.5%

合計 62 100.0%
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（３）生活全般･各種制度について 

問．ご自身及びお子さんのことで、困っていることはありますか。（当てはまるもの全てに○） 

 ご自身のことでの困りごととして最も多かったのは「家計(就労収入が少ない)」で 54.8％、次

いで「住居(狭いなど住環境が悪い)」「仕事」で 17.7％でした。 

 お子さんのことでの困りごととして最も多かったのは「教育･進学（経済的理由）」で 41.9％ 

である一方で、次いで多かった回答は「特に悩みはない」で 27.4％でした。 

問．不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうことがありますか。 

下記の当てはまるもの１つに○をつけてください。 

 不安やイライラなどの感情を子どもに向けてしまうことがあるかでは「時々ある」が最も多い

回答で 56.5％でした。 

【ご自身のことでの困りごと】

回答数 構成比

住居(家賃が高い) 6 9.7%
住居(狭いなど住環境が悪い) 11 17.7%

家計(就労収入が少ない) 34 54.8%

家計(児童扶養手当が少ない) 6 9.7%
家計(年金が少ない) 0.0%

家計(養育費が少ない) 4 6.5%

仕事 11 17.7%
家事 9 14.5%

健康 8 12.9%

医療費が高い 2 3.2%
親族の介護･健康 1 1.6%

その他 3 4.8%

特に悩みはない 7 11.3%
無回答 1 1.6%

有効回答数 62 100.0%

【お子さんのことでの困りごと】

回答数 構成比

しつけ 12 19.4%
教育･進学（経済的理由） 26 41.9%

教育･進学（その他の理由） 9 14.5%

就職 4 6.5%
非行・問題行動 1 1.6%

不登校・ひきこもり 6 9.7%

健康 5 8.1%

食事･栄養 2 3.2%
結婚問題 0.0%

その他 3 4.8%

特に悩みはない 17 27.4%
無回答 3 4.8%

有効回答数 62 100.0%

回答数 構成比

よくある 4 6.5%
時々ある 35 56.5%

ほとんどない 16 25.8%

ない 7 11.3%
無回答 0.0%

合計 62 100.0%
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問．あなた自身が自立や生活の安定を図るためには、どのような支援策を望まれますか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 自立や生活の安定を図るために、どのような支援策を望むかとの質問に最も多かった回答は

「子どもの就学援助の拡充」で 48.4％、次いで「年金・児童扶養手当の拡充」で 40.3％、「公営

住宅の増設・優先入居の推進」で 35.5％、「正規雇用での就労機会の拡充」で 32.3％でした。 

（４）新型コロナウイルスによる生活への影響について 

問． 新型コロナウイルスによる生活への影響はありましたか。（当てはまるもの全てに○） 

 新型コロナウイルスによる生活への影響として最も多かった回答は、「食費がかさんだ」で

54.8％、次いで「光熱費がかさんだ」で 53.2％、「収入が減少した」で 45.2％でした。 

回答数 構成比

気軽に相談できる場所や相談体制の充実 15 24.2%
夜間・土日祝日における相談体制の拡充 12 19.4%

子育てに関する相談窓口の拡充 7 11.3%

就労に関する情報提供・相談窓口の拡充 14 22.6%
当事者同士で情報交換・相談ができる場の充実 2 3.2%

各種制度・ｻｰﾋﾞｽに関する広報の充実 11 17.7%

保育所への優先入所の推進、延長・休日・一時保育
の充実

5 8.1%

病(後)児保育の充実 8 12.9%

年金・児童扶養手当の拡充 25 40.3%

児童扶養手当の所得要件を本人のみに限定するなど
要件緩和

10 16.1%

子どもの就学援助の拡充 30 48.4%

子どもの学習支援 11 17.7%
正規雇用での就労機会の拡充 20 32.3%

母子家庭の母等の雇用を促進する企業への支援 14 22.6%

職業訓練・受講料補助など経済的支援の拡充 8 12.9%
職業訓練や技能講習など機会の充実 7 11.3%

家事･子育て援助ヘルパー等の充実 4 6.5%

医療費負担の軽減 15 24.2%
公営住宅の増設・優先入居の推進 22 35.5%

ひとり親家庭等の人権施策の推進 5 8.1%

その他 1 1.6%
無回答 5 8.1%

有効回答数 62 100.0%

回答数 構成比

（職場都合により）仕事を休業した（している） 12 19.4%
（子どもの養育のために）仕事を休業した（してい

る）
4 6.5%

失業した（している） 3 4.8%
収入が減少した 28 45.2%

食費がかさんだ 34 54.8%

光熱費がかさんだ 33 53.2%
自粛により精神的に体調を崩した 2 3.2%

預貯金を切り崩した 17 27.4%

資格取得や転職を諦めた 1 1.6%
経済的に困窮におちいった 3 4.8%

影響はなかった 9 14.5%

その他 1 1.6%
無回答 0.0%

有効回答数 62 100.0%
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問．子育てにおいて新型コロナウイルスの影響を受けて不安や心配なことはありましたか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 子育てにおいて新型コロナウイルスの影響を受けて不安や心配なことはあったかの質問に対

して最も多かった回答は、「子どものスマホやゲームの時間が増えた」で 62.9％で、次いで「子

どもの体を動かす時間が減った」で 54.8％、「子どもの学力の低下」で 41.9％でした。 

回答数 構成比

子どもの学力の低下 26 41.9%
子どものスマホやゲームの時間が増えた 39 62.9%

子どもの体を動かす時間が減った 34 54.8%

子どもにイライラやストレスを向けてしまった 3 4.8%
子どもの生活のリズムが乱れた 21 33.9%

その他 4 6.5%

無回答 7 11.3%

有効回答数 62 100.0%
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４．計画に関する条例、規則 

東大阪市社会福祉審議会条例 

平成17年１月21日東大阪市条例第２号 

改正 

平成26年６月30日条例第28号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第７条第１項の規定に基づく

社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関として、本市に東大阪市社会福祉審議会（以下

「審議会」という。）を置く。 

（調査審議事項の特例） 

第２条 審議会は、法第12条第１項の規定に基づき、児童福祉に関する事項を調査審議する。 

２ 審議会は、前項の事項のうち、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成18年法律第77号）第25条に規定する事項を、同条の幼保連携型認定こども

園に関する審議会その他の合議制の機関として調査審議する。 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員の任期は、当該臨時委員に係る特別の事項の調査審議が終了する時までとする。 

（委員長の職務の代理） 

第４条 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委

員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上の者から審議すべき事項を示して招集の請求があったときは、

審議会の会議を招集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

５ 臨時委員は、当該臨時委員に係る特別の事項について審議会が会議を開く場合には、前２項

の規定の適用については、委員とみなす。 

（専門分科会） 

第６条 審議会の専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）に属すべき委員及び臨時委員

は、委員長が指名する。 

２ 専門分科会ごとに専門分科会長を置き、その専門分科会に属する委員及び臨時委員（民生委

員審査専門分科会にあっては、委員）の互選によってこれを定める。 
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３ 専門分科会長は、その専門分科会の会務を掌理する。 

４ 専門分科会長に事故があるとき、又は専門分科会長が欠けたときは、あらかじめ専門分科会

長の指名する委員又は臨時委員（民生委員審査専門分科会にあっては、委員）がその職務を代

理する。 

５ 前条の規定は、専門分科会の会議について準用する。この場合において、同条中「審議会」

とあるのは「専門分科会」と、「委員長」とあるのは「専門分科会長」と読み替えるものとす

る。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

附 則 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行後最初に行われる審議会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長

が招集する。 

附 則（平成26年６月30日条例第28号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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東大阪市社会福祉審議会規則 

平成17年１月31日東大阪市規則第１号 

改正 

平成17年３月31日規則第27号 

平成24年３月29日規則第16号 

平成26年９月30日規則第51号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、東大阪市社会福祉審議会条例（平成17年東大阪市条例第２号）第７条の規

定に基づき、東大阪市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（専門分科会） 

第２条 専門分科会及びその調査審議する事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

(２) 障害者福祉専門分科会 身体障害者及び知的障害者の福祉に関する事項 

(３) 高齢者福祉専門分科会 高齢者の福祉に関する事項 

(４) 児童福祉専門分科会 児童並びに母子及び父子の福祉並びに母子保健に関する事項 

２ 審議会は、前項各号に定める専門分科会のほか、必要に応じ、その他の専門分科会を置くこ

とができる。 

３ 審議会は、専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。以下この項において同じ。）の所

管に属する専門事項について諮問を受けたときは、当該専門分科会の決議をもって審議会の決

議とすることができる。 

（審査部会） 

第３条 審議会は、障害者福祉専門分科会に次の各号に掲げる審査部会を置く。 

(１) 視覚障害審査部会 

(２) 聴覚障害等審査部会 

(３) 肢体不自由審査部会 

(４) 内部障害審査部会 

(５) 更生医療機関審査部会 

２ 審議会は、前項第１号から第４号までに掲げる審査部会に身体障害者の障害の種別ごとに障

害程度の審査に関する事項並びに身体障害者手帳に係る指定医の指定及び取消しに関する事

項を、前項第５号に掲げる審査部会に更生医療を担当する医療機関の指定及び取消し並びに担

当する医療の種類の変更に関する事項を、それぞれ調査審議させるものとする。 

３ 審査部会ごとに審査部会長を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によってこれ

を定める。 

４ 審査部会長は、会務を掌理する。 

５ 審査部会長に事故があるとき、又は審査部会長が欠けたときは、あらかじめ審査部会長の指

名する委員又は臨時委員がその職務を代理する。 
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（審査部会の会議） 

第４条 審査部会の会議は、審査部会長が招集し、審査部会長がその議長となる。 

２ 審査部会の会議は、委員及び臨時委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 審査部会の議事は、出席した委員及び臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、審査部

会長の決するところによる。 

４ 審議会は、前条第２項に定める事項について諮問を受けたときは、審査部会の決議をもって

審議会の決議とする。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、福祉部において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月31日規則第27号） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月29日規則第16号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年９月30日規則第51号）抄 

この規則は、平成26年10月１日から施行する。
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５．委員名簿 

東大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会委員名簿 

◎会長、○会長代理       （50 音順、敬称略） 

委員氏名 所属団体等 

○井上 寿美 大阪大谷大学 教育学部 教授 

太田 淑美 東大阪市母子寡婦福祉会 副会長 

勝山 真介 
東大阪市社会福祉事業団 東大阪市立障害児者支援センター セン

ター長 

◎中川 千恵美 大阪人間科学大学 人間科学部 社会福祉学科 教授 

福田 実加 東大阪労働団体連絡協議会委員 

山田 祥隆 東大阪市福祉施設会 会長 

好川 智也 東大阪市私立保育会 会長 

吉田 聖子 東大阪市議会議員 
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６．計画策定経緯 

東大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会において、全２回の審議を行いました。 

回数 開催日 内容 

第１回 令和２年７月 14日（火） 

第４次計画の策定について 

児童扶養手当現況届出時における当事者アンケート

調査の実施について 

第２回 令和２年 10 月 28 日（水） 第４次計画素案の検討 
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